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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る７日設置されました

予算審査特別委員会及び条例等審査特別委員

会の２特別委員会の委員長、副委員長の互選

の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長太田博之委員、

副委員長加澤明委員、条例等審査特別委員会

委員長野坂篤司委員、副委員長西村盛男委員

とそれぞれ決しました。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ 市政に対○議長（馬場騎一君）

する一般質問を行います。

お手元に配付しております質問一覧表のと

おり進めます。

４番加澤明議員の登壇を願います。

おはようございま○４番（加澤 明君）

す。４番、みさわ未来の加澤明です。

質問の前に、議長のお許しをいただき、一

言あいさつさせていただきます。

会派が分かれてから初の議会になります

が、我が会派のみさわ未来も、１期、２期の

個性の強い６名の議員が集まりました。

私たちは、この経済不況の折、市民生活も

いまだ厳しい状況の中でも、三沢のまちを市

民や子供の夢と希望の広がるまちにしたいと

思う気持ちは各議員同じであります。

我々も議員であって、三沢市民の一人で

す。常に市民と同じ目線で、また、市民とと

もに歩む政治活動ができる開かれた議会を目

指して頑張るつもりでおりますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。

それでは、質問に入らせていただきます。

まず１点目、核燃料サイクル交付金につい

て。

昨年の第４回定例会の一般質問で、電源立

地地域対策交付金について新三沢病院の運営

に活用されるべきと質問いたしましたが、市

の答弁として、交付金の活用も視野に入れな

がら病院機能の充実を図ってまいりたい、ま

た、核燃料サイクル交付金を病院事業に充当

することも検討していると答えていただきま

した。

そこで、質問いたしますが、先日、県の地

域振興計画に基づき経済産業省から核燃料サ

イクル交付金が承認され、交付されることに

なりました。本県での対象施設は、ＭＯＸ燃

料加工施設、使用済み燃料中間貯蔵施設、大

間原子力発電所の３施設となっております。

１施設当たり６０億円の総額１８０億円が交

付される予定になり、承認済み事業交付金と

して１４３億円が決定され、残り３７億円も

今後の協議等を経て、承認される予定だとい

うことです。

この地域振興計画は、安全・安心な環境づ

くりを基本に、三つのテーマ「産業を支え

る」「生活を支える」「人づくりを支える」

を掲げ計画されたと認識しておりますが、当

市においてはどのような事業計画を作成し、

また交付金が配付されたのか、お伺いいたし

ます。

続いて、２点目の福祉問題の児童扶養手当

についてお伺いします。

近年、家族形態の多様化や長引く不況など

のために雇用状況が悪化して、困窮する父子

家庭が増加しています。しかし、母子家庭な

ら支援される制度も父子家庭には適用されな

い制度がまだ多い中、母子家庭だけが支給対

象だった児童扶養手当が、やっと１２月から

父子家庭にも支給が開始されることになりま

した。

この制度は、年収３６０万円未満が対象

で、所得に応じて、１人目は４万１,７２０

円から９,８５０円、２人目は５,０００円、

３人目以降は３,０００円を支給されるとい

う経済支援制度で、今回、平成２２年７月３

１日までに支給要件に該当している父子家庭

に、本年度分、８月から１１月分を１２月に

支給開始するというものです。これは、父子

家庭の約４割が年収３００万円未満という状
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況の中、大変すばらしい経済支援だと思いま

す。また、男女共同参画が推進される中、男

女格差のない、安心して子育てができる環境

の支援拡充の弾みになればと思います。

そこで、当市では対象の父子家庭が何世帯

あるのか、また、この制度の周知方法をどの

ように考えているのか、お伺いいたします。

以上２点、答弁のほうよろしくお願いいた

します。

ただいまの４番加澤○議長（馬場騎一君）

明議員の質問に対する執行部の答弁を求めま

す。

市長。

ただいまの加澤議員○市長（種市一正君）

さん御質問のうち、交付金については私か

ら、福祉問題については健康福祉部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと思い

ます。

核燃料サイクル交付金は、平成２０年度ま

でに原子力発電所におけるＭＯＸ燃料の使用

に同意した都道府県や、平成２０年度までに

中間貯蔵施設やＭＯＸ燃料加工施設などの核

燃料サイクル施設の設置に同意した都道府県

が対象となる交付金で、都道府県が作成する

地域振興計画に基づいて交付されるものであ

ります。

この地域振興計画は、国の承認を受けるこ

とが前提となっておりまして、このたび六ヶ

所村に建設されますＭＯＸ燃料加工施設、む

つ市に建設される使用済み燃料中間貯蔵施

設、大間町に建設される大間原子力発電所の

３施設分を取りまとめた地域振興計画を青森

県が作成をしまして、本年５月１９日に経済

産業大臣から承認をいただいたところであり

ます。

この計画の承認から施設の運転開始までを

第１期とし、運転開始の翌年度から５年間が

第２期となっておりまして、１施設当たり、

第１期に１０億円、第２期に５０億円、合計

６０億円を上限に県に交付されることになっ

ているわけであります。

当市は、ＭＯＸ燃料加工施設が建設されま

す六ヶ所村の隣接市として、第１期分２,３

３１万円、第２期分に１億１,６５５万円、

合計１億３,９８６万円の交付を受けること

になっているわけであります。

地域振興計画における当市の事業としまし

ては、人材育成事業として、第１期分の２,

３３１万円を、平成２２年度から２５年度に

かけて英語教育推進事業に充当し、第２期分

は、防災・医療体制の充実を図ることを目的

に、防災消防体制強化事業として消防職員の

人件費に５,８００万円、医療関係整備事業

として三沢市立三沢病院の医療機器更新に

５,８５５万円を配分する計画としておりま

す。

当該交付金にかかわる地域振興計画につき

ましては、安心・安全な環境づくりを基本

テーマに、県が関係市町村の意見を吸い上げ

作成したものでありますが、当市におきまし

ても、人材育成、防災あるいは医療など、計

画全体のテーマに沿った事業選定を心がけ、

県と協議をしてまいったわけであります。

今後におきましては、御承認をいただきま

した地域振興計画に沿いまして、着実に事業

を推進してまいりたいと考えてございます。

私からは、以上でございます。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

福祉問題に○健康福祉部長（宮古直志君）

ついてお答えいたします。

近年におけるひとり親家庭は、離婚などの

事由により増加傾向となっております。加え

て、低迷する経済情勢により、雇用の不安定

化や地域における人間関係の希薄化等によ

り、仕事と子育てを一人で担っていかなけれ

ばならないひとり親家庭の子育て環境は、こ

れまで以上に困難な状況であり、適切な支援

が必要となっております。

児童扶養手当は、昭和３６年に制定された

児童扶養手当法に基づき、父と生計を同じく

しない児童が育成される家庭に対し生活の安

定と自立を促し、児童の福祉の増進を図るこ

とを目的として創設されました。以来、母子

家庭等の所得に応じて母または児童の養育者
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に対し支給されており、当市においては、昨

年度の実績で６１６世帯に支給されました。

御質問の父子家庭に対しての児童扶養手当

でありますが、現在開会中の国会において、

さきの参院本会議で可決・成立したことによ

り本年８月１日より改正法が施行されること

となり、経済的に厳しい状況に置かれている

子と生計を同じくするひとり親の父について

も支給の対象に加えることとなりました。こ

れにより、児童扶養手当の支給対象となった

父子家庭には、１２月支払い期から支給開始

されることになりました。

支給対象の世帯数につきましては、申請を

原則としておりますが、他事業の実績等から

２５世帯前後と推定しております。

周知方法についてでありますが、前述の確

認できている父子家庭については、個別によ

り直接通知するほか、従来実施している広報

みさわへの掲載のほか、マックテレビ、リー

フレット等の配付等によりお知らせしてまい

りたいと考えております。

また、申請に際しては、電話相談、申請書

の事前配付や受付時間の延長など、可能な限

り申請者の便宜を図ってまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

４番。○議長（馬場騎一君）

再質問させていただ○４番（加澤 明君）

きます。

まず、ＭＯＸ燃料の交付金の件なのですけ

れども、大筋御説明いただきましたが、もう

少し詳細に聞きたいのです。

例えば、消防本部活動運営事業は、私の資

料によりますと、２８年度の事業費が７,４

００万円、交付金が５,８００万円、それと

三沢市立病院医療装置更新事業、これも事業

費が２８年度６,５００万円に対して交付金

５,９００万円、それと三沢市外国青年誘致

事業は、本年度から事業費７００万円、交付

金６００万円、２３年度も７００万円、交付

金６００万円、２４年度は事業費８００万円

の交付金６００万円と、最終２５年が７００

万円に対して交付金５００万円という資料が

あるのです。

私はこの資料しかないのですけれども、例

えば消防本部活動運営事業とかその中身の部

分、事業計画、また、三沢市外国青年誘致事

業は多分今も予算の中にあると思うのですけ

れども、２５年度まで別にまた予算をつけて

いるのか、重複しているのか、その内容と、

それとまた、誘致事業の詳細な事業計画を聞

かせていただきたいのです。

それと、児童扶養手当なのですけれども、

私の資料だと、児童扶養手当は５７８世帯ぐ

らい受けているということだったのですけれ

ども、年々増加しているので、今６００世帯

以上あるのかもしれませんが、父子家庭が２

５世帯、これは多分パーセントにすると４％

前後の数字だと思います。これが多いか少な

いかは、皆さんどう判断されるかなのですけ

れども、私は２５世帯も父子家庭があったの

かと。しかも、今、非常に可能性のある方が

２５世帯ということですから、父子家庭自体

はもっと数があるのだと思います。

そういう部分では、今まで母子家庭は逆に

マイナーな部分があったのですけれども、最

近は父子家庭がマイナーな部分に見られてき

て、なかなか表面に出づらいと。私も男です

から、何か世話になるのが嫌だとか、そうい

うところに行って聞くのが嫌だとかという先

入観があって、なかなか取っつきづらい、そ

ういうイメージがあるのです。

ですから、実際、一方的に広報だ何だかん

だと周知をしても、やはりコミュニケーショ

ンを持ちながら、意見交換しながらやってい

かないと、なかなか広がらないのではないか

なと思うのです。せっかくいい制度なのです

よね、今まで閉鎖的な部分が開放的になった

わけですから。ですから、ただ一方的な周知

ではなくて、例えばどこかで説明会を開くと

か、コミュニケーションをとりながらの行動

が起こせないのか、その辺、もう一度お考え

をお伺いいたします。

市長。○議長（馬場騎一君）
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地域振興計画におけ○市長（種市一正君）

る当市の事業の具体的な説明というようなこ

とだったと思います。

先ほど触れましたけれども、三沢市での対

象事業、いわゆる英語教育推進事業、平成２

０年から２５年度と。これは、外国語指導助

手の人件費として、２２年度は５８２万８,

０００円ということ、２３年、２４年、２５

年ということで同じ額、トータルで２,３３

１万円ということであります。それから、防

災消防体制強化事業ということで、消防職員

の２カ月分の人件費に充当するということ

で、平成２８年度５,８００万円。医療環境

整備事業として、三沢市立三沢病院の医療機

器更新に係る経費に充当ということで、多目

的デジタルエックス線テレビ装置を想定して

おりまして、２８年度で５,８５５万円を予

定しております。

ただ、このＭＯＸ燃料加工施設について

は、当初、平成２２年５月、ことしの５月に

予定しておりましたけれども、既に議員の

方々御承知のとおり、１０月に変更申請がな

されております。そういうことも踏まえて、

多少延びる可能性もあるのかなということも

つけ加えておきます。

以上であります。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

福祉問題の○健康福祉部長（宮古直志君）

再質問にお答えいたします。

今、議員さんのほうから、コミュニケー

ションを持つような、いろいろな工夫を凝ら

してというふうな御提言がございましたの

で、これに関しましては、先ほど申しました

ように、これからまた皆さん方といろいろコ

ミュニケーション等も踏まえまして、利用さ

れる方が御利用しやすいような工夫を考えて

まいりたいと思っておりますので、よろしく

お願いいたします。

４番。○議長（馬場騎一君）

児童扶養手当の件に○４番（加澤 明君）

関しましては、なるべくそういう機会を満遍

なく行ってもらって、そのときに、いろいろ

な制度がありますので、それを一緒に説明し

ていただければと思います。その辺はよろし

くお願いいたします。

それと、交付金の件なのですけれども、交

付金というのは、どうしても原燃関係、基地

関係で、どこにでもある交付金ではないわけ

です。例えば、三沢市とか原燃の近隣関係の

町村とか、そういう特定の交付金なわけで

す。

それで、なるべくであれば、私はこういう

特殊な交付金はやはり緊急性のある事業に

使っていただきたいのです。この交付金事業

の概要なんかでも、結構いろいろな事業がで

きるようなスタイルになっているのです。例

えば、観光振興事業とか農業、漁業、道路整

備、県の事業もありますけれども。今言われ

た消防本部の部分とか、英語指導の部分の外

国語助手の費用なんかは、一般財源でいいの

ではないかなと私は思うのです。あえて交付

金を使わなくても一般財源のほうから出され

て、一時的な交付金に関しては緊急性のある

ものに使ってほしいのですけれども、なかな

か今の説明の中では具体的に、どういうわけ

でこういう形のものをやっていくという説明

が余りなかったので、ちょっと理解に苦しん

だので、私はこういう考えを持っているとい

うことを述べたのですけれども、もしもっと

詳しくお知らせできるものであれば、最後に

もう一度答弁いただきたいと思います。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

核燃料サイ○政策財政部長（澤口正義君）

クル交付金に関する再々質問につきまして

は、事務的な要素もございますことから、私

からお答えを申し上げたいと思います。

今お尋ねのございました電源サイクル交付

金の用途、いろいろ計画を国で定めておるわ

けでございますが、実は、私ども特に消防人

件費に充当してきた大きな考え方といたしま

しては、御承知のように、私ども役所の経営

の中において、人件費はいわゆる経常的経

費、固定して毎年支払わなければならない経

費であるわけでございますが、これに充当す
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ることによりまして、より使い勝手のいい一

般財源をよその事業等に充当できるという大

きな視点に立って、私ども消防人件費、その

ほか医療関係もございますけれども、大きく

はそういう考えに立ちまして充当していると

ころでございます。御理解のほど、よろしく

お願いいたします。

以上で、４番加澤明○議長（馬場騎一君）

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番鈴木重正議員の登壇を願います。

おはようございま○５番（鈴木重正君）

す。至誠会の鈴木重正でございます。通告に

従いまして、一般質問をいたします。

はじめに、機動性の高い組織体制について

であります。

行政の役割はたくさんあると思いますが、

一言で言えば、住民の皆さんが満足するさま

ざまなサービス、利益をいかに提供できるか

ということになるのではないかと思います。

住民の皆さんが行政から受けるサービス、

利益は、個々の自治体により異なるものであ

り、その内容は自治体の能力の差となってあ

らわれてくるものではないでしょうか。住民

の皆さんが満足するさまざまなサービス、利

益を提供していくためには、しっかりとした

行政経営がなされなければならず、トップの

強いリーダーシップはもとより、縦割りでは

なく横断的で、状況に応じて素早く対応でき

る機動性の高い組織体制の構築、適正な人員

配置など、効率・効果的な組織運営、そし

て、職員個々の行政能力の向上といったもの

が特に強く求められるところであります。

そのような観点から、今回は、三沢市の組

織体制についてお伺いするものであります。

まず、１点目でありますが、三沢市行政経

営推進プラン実施計画の中で、政策目標達成

のために、総合振興計画に掲げる重点施策を

確実に推進するため、機動性の高い組織体制

を整備すると同時に、適正な人員配置を行う

としており、また、三沢市行財政改革大綱実

施計画に、必要に応じた組織の再編として、

厳しい財政状況や定員管理の推進に伴う予算

や人員の減少に対応しつつ、総合振興計画の

着実な推進を図るために、住民サービスの低

下を招かない範囲で、部・課の再編も含めた

組織再編を進めるなどが掲げられており、平

成２２年度においても組織改編がなされたと

ころでありますが、今年度の組織改編は具体

的にどのような内容なのか、また、改編に係

る方針、それぞれの目的についてお伺いする

ものであります。

２点目として、年々職員数が削減されてお

り、行政職を見れば、平成２２年度当初の職

員数が前年度末に比べて４名の減となってい

る中、最も上位の職であります７級（部長

級）の職員が前年度の１１名から３名増の１

４名となり、いわゆる頭でっかちな組織にな

りつつあるのではないかと思いますが、どの

ような考えを持って７級（部長級）を増員し

ているのか、お伺いいたします。

３点目として、課長補佐以上の職である管

理職の構成比が高くなってきておりますが、

その中でも部長、課長などという職は、その

数、役割等が一般的にも理解しやすいのであ

りますが、そのほかに理事、参事、副参事と

いう職があります。これらの職は、その数に

しても、例えば、参事兼課長と課長、副参事

兼課長補佐と課長補佐とでは、それぞれの職

務において、実態としてその役割などにして

も明確ではないように感じております。考え

ようによっては、ただ単に等級を上げるため

のようにも受け取れ、人事の硬直化が懸念さ

れるところでもあります。

そこで、理事、参事、副参事、それぞれの

職の役割、必要性及び配置の考え方について

お伺いするものであります。

次に、行財政改革についてであります。

三沢市では、平成１６年度から２１年度ま

での６年間にかけて第３次行政改革大綱に基

づき行政改革を推進してきた結果、歳出抑制

の効果が、当初計画額の約４０億円を１０億

円上回る約５０億円となったことが報道され

たところであります。
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改革は痛みを伴うものでありますが、三沢

市の職員が一体となりさまざまな分野におい

て改革に取り組み、計画を実効あるものにし

た結果として、当初計画額を上回る歳出抑制

の効果が得られたものであろうと思います。

この間の取り組みに心から敬意を表する次第

であります。

さて、平成２０年度からスタートした総合

振興計画を着実に実行し、今後の地方分権の

進展やさらに厳しさを増す地方の財政環境に

対応していくためには、一層の行政改革の推

進が不可欠であり、これまで中心となってい

た経費抑制型の改革を継続しながらも、行政

経営という新たな視点で行政の質的改革を進

めていく必要があり、行政改革と財政改革の

両面からの改革を目的として、平成２１年１

２月、新たに平成２２年度から２６年度まで

の５年間を推進期間とする三沢市行財政改革

大綱が策定され、本年３月には、具体的な改

革の方向性、取り組み内容を定めた実施計画

が策定されたところでありますが、市長はど

のような思いを持って今後の行財政改革に取

り組んでいかれるのか、その決意についてお

伺いいたします。

２点目として、新たな行財政改革におい

て、健全な財政運営の確保という観点から、

市長、副市長及び教育長の給料月額をそれぞ

れ１０％、５％、３％の割合で引き下げ、市

のトップの方々がみずからの身を削り改革に

取り組んでいく姿勢は、高く評価するところ

であります。

一方、昨年度は、自主的なカットとして、

市長は約２０％、副市長は約１２％、教育長

は約８％の割合で給料月額を引き下げていた

ところですが、今年度、この引き下げ幅が少

なくなったことは、昨年まで取り組んできた

行政改革により十分な効果が得られた結果で

あると考えられますが、他の市町村も含め、

地方自治体は依然として厳しい状況に変わり

がないとされており、当市の取り組みを別な

見方をすれば、これまでよりも改革に取り組

んでいく姿勢が若干後退したのではないかと

も受け取れるわけであります。

いずれにいたしましても、昨年度の自主的

カットとしての給料月額約２０％、１２％、

８％の引き下げと、今年度の行財政改革とし

ての給料月額１０％、５％、３％の引き下げ

はそれぞれに明確な目的、考えがあっての措

置であると思いますが、それぞれの考え、目

的についてお伺いするものであります。

最後に、マックテレビについてお伺いいた

します。

三沢市では、米軍や自衛隊の航空機の頻繁

な飛行によりテレビ映像障害であるフラッ

ター現象が発生し、住民生活に多大な支障を

来していたことから、その障害の軽減を図る

ために、昭和５０年度から平成８年度にかけ

て、当時の防衛施設庁の補助事業として共同

受信施設を整備し、以後、更新をしてきたも

のと承知しております。そして、平成７年、

８年度において、国・県の補助を受け、既存

の共同受信施設を活用しながら、防災情報番

組等の提供などを目的とした自主放送施設を

整備し、平成９年４月、三沢市ケーブルテレ

ビジョン、いわゆるマックテレビが開局され

たわけであります。

現在では、市内のさまざまなニュース、防

災情報、基地関係情報など、市民・行政の情

報共有・発信源として市民の皆さんに愛さ

れ、親しまれ、なくてはならない自分たちの

テレビ局、それがマックテレビではなかろう

かと思っております。

さて、来年７月には完全地上デジタル放送

化を迎えるわけでありまして、マックテレビ

も地上デジタル放送化に向けてさまざまな対

応をしていることと思いますが、デジタル波

は、これまでのアナログ波に比べて、フラッ

ター現象など障害に強いとされております。

航空機の頻繁な飛行により生ずる映像障害を

軽減するために、共同受信施設として設置、

更新されてきたなどのマックテレビが整備さ

れてきた経緯を踏まえたとき、市民の皆さん

に愛され、親しまれているマックテレビは今

後どうなっていくのか、一抹の不安をも抱く
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ところであります。

そこで、マックテレビ整備のこれまでの経

緯を踏まえ、２０１１年７月の完全地上デジ

タル放送化を迎えるに当たり、財源確保も含

めた今後のマックテレビの方向性、方針につ

いてお伺いするものであります。

以上で、私の質問を終わります。

ただいまの５番鈴木○議長（馬場騎一君）

重正議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの鈴木議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、行財政改革に関する御

質問については私から、そのほかにつきまし

ては副市長及び関係部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと思います。

まず、行財政改革についての１点目、行財

政改革の取り組みに対する決意を伺いたいと

の御質問にお答えをいたします。

平成１６年度から２１年度までの６年間に

おける当市の行財政改革の取り組みにつきま

しては、いわゆる第３次三沢市行政改革大綱

に基づき効率的な開かれた市政を推進し、市

民と行政が協働したまちづくりを進めるため

の改革項目を掲げまして、その推進を図って

まいりました。

また、平成１６年度以降、国が実施しまし

たいわゆる三位一体の改革による地方交付税

等の大幅な削減に対応し、財政の健全化を進

めることが大きな課題となりまして、職員数

の適正化や民間委託の推進、あるいは事務事

業の見直しなど、これまでにない大幅な改革

となったところであります。

その結果、財政効果額といたしましては、

歳入確保対策を含めまして約５０億円の効果

を生み、そのほか開かれた市政の推進や人材

育成、あるいは高度情報化に対応した改革な

どについても一定の効果をもたらしました。

この第３次行政改革大綱の終了を迎え、今

年度から平成２６年度までの５年間にわたる

三沢市行財政改革大綱を新たに作成したとこ

ろであります。

この新大綱の策定に当たっては、平成２０

年度からスタートした三沢市総合振興計画を

着実に推進していくことを目指した改革とす

るために、改革の柱として、行政経営推進プ

ランの実施、健全な財政運営の確保、その他

社会情勢等に応じた推進施策を掲げたところ

であります。

特に、改革の柱に掲げる行政経営推進プラ

ンの実施につきましては、行政経営という新

たな視点を加え、行政評価による見直しを基

点としたより効率的で効果的な事業展開を図

るために、行政内部のシステムの確立や、そ

してまた、協働型社会の実現を目指す仕組み

づくりなど、行政の質的な改革も進めてまい

りたいと考えております。

このように、行財政改革を確実に実行する

ことで、市民の皆様が将来にわたり幸せで安

心して暮らせるよう「人とまち みんなで創

る 国際文化都市」の実現に向け強い思いを

持って取り組んでまいりたい、こう考えてお

りますので、皆様方の御理解、御協力をお願

い申し上げるところであります。

次に、行財政改革についての第２点目、給

料月額の引き下げについてお答えをいたしま

す。

私が市長に就任した当時、国の三位一体改

革により地方交付税が大幅に削減されてきた

ことから、地方自治体は大変厳しい財政状況

に置かれておりました。このような状況を踏

まえ、市長、副市長、教育長、いわゆる特別

職の給料月額について、みずからが総合的に

判断した結果、これまでの削減幅をそのまま

継続をしてきたところであります。

今年からは、新たにスタートしました行財

政改革の一環として、市長、副市長、教育長

の給料月額についても引き続き削減の継続は

必要であると判断し、近年の財政状況や、あ

るいは県内他市の状況なども参考にしながら

削減幅を決めたところであります。

全庁挙げて健全な財政運営の確保に取り組

んでいるところでありますので、御理解を賜

りたいと存じます。
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私からは、以上であります。

副市長。○議長（馬場騎一君）

機動性の高い組織○副市長（大塚和則君）

体制についての第１点目、平成２２年度の組

織改編についてお答えをいたします。

組織体制につきましては、三沢市総合振興

計画の着実な推進を図るとともに、新たな行

政需要や社会経済情勢の変化に柔軟に対応す

る体制を整備することを目的として実施して

おります。

今年度の主な改正内容といたしましては、

当市で収穫された安心・安全な農水産物の売

り込みを強化し、多様な流通・販売の開拓、

販路拡大を図るべく、観光物産課内に地産販

売推進室を新たに設置し、また、教育行政の

課題であります小中一貫教育や学校施設の耐

震化を確実に推進するため、市長部局との均

衡を図る観点から、教育委員会事務局の内部

体制として次長制を部長制としたほか、英語

教育の推進や教職員の指導力向上を図るべく

２名の指導主事を増員し、教育総務課内にあ

りました教育指導室を独立させ、学校教育課

を設置したところでございます。

一方、ＭＧプラザの完成に伴い中心市街地

活性化推進室の業務を縮小し、産業政策課内

に中心市街地活性化推進係を新設し業務を引

き継ぎ、また、中央町地区都市再生土地区画

整理事業の建設工事終了によりアメリカ村推

進課を廃止し、都市整備課内に企画整理係を

新設し業務を引き継いでおります。

この結果、昨年と比較しまして１課４係を

減とし、組織のスリム化・効率化を図ること

により、限られた職員数でより効果的な市民

サービスの提供を行う組織体制づくりに努め

ているところでございます。

次に、御質問の第２点目、７級職員の増員

についてお答えをいたします。

職員の職務の級の決定につきましては、初

任給、昇格、昇級等の基準に関する規則とい

うものがございますが、その中で、７級を部

長及び理事、三沢病院事務局長、議会事務局

長、監査事務局長の職務と定めております。

御質問の３名の増員につきましては、先ほ

ど申し上げました教育委員会事務局の次長制

を部長制とし教育部長を配置したほか、新病

院開設に向けた取り組みを強化する必要があ

ることから新たに理事職を設け、三沢市商工

会からの要請に基づき、事務局長として理事

職にある者を派遣したことによるものでござ

います。これらの発令は、三沢市総合振興計

画の着実な推進を図るとともに、緊要な重要

課題を効率的に掌理するための措置でござい

ます。

次に、御質問の３点目、理事、参事、副参

事の職についてお答えを申し上げます。

理事、参事、副参事は、御案内のとおり、

三沢市行政組織規則において、必要に応じて

置くことができる旨規定されておりますが、

派遣した職員を除き、単独での理事、参事、

副参事は配置しておらず、理事及び参事は事

務局長や課長との兼務、副参事は課長補佐と

の兼務発令をしております。このことから、

それぞれの職の役割といたしましては、理事

及び参事は事務局や課の事務を掌理し、所属

職員を指揮監督すると同時に特に命ぜられた

事項を総括し、副参事は課長を補佐し、課内

の事務を整理するとともに特に命じられた事

項を処理することとされております。

行政改革への取り組みにより、職員数の削

減や組織の合理化、事務事業の見直しにより

ポストが減っていく中にあって、人事異動で

の昇格は、職員のやりがい、働きがいを引き

出し、組織の活性化やモチベーションの向上

のために必要な機会であると考えておりま

す。意欲と能力のある職員を登用し、適材適

所へ配置しているところでございます。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

マックテレ○政策財政部長（澤口正義君）

ビについての御質問にお答え申し上げます。

はじめに、マックテレビの整備の経緯につ

いてでありますが、三沢市では、航空機の飛

行により発生するテレビ受信障害の防止を目

的に、昭和５０年度から平成８年度まで、防

衛補助事業により市内１９カ所にテレビ共同
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受信施設を整備したところであります。

ただいま議員さんからも御紹介ございまし

たように、この施設を活用しまして、平成９

年度に三沢市ケーブルテレビジョンとして開

局したものでございます。また、平成９年度

以降におきましては、防衛補助事業を活用

し、老朽化した共同受信施設の改修を実施し

てきたところであります。

次に、デジタル放送に対する受信障害等に

ついてでありますが、平成２１年度に東北防

衛局が受信障害調査を実施いたしておりま

す。調査内容につきましては、市内３０カ所

において受信状況を調査したデータをもと

に、受信障害発生地区をコンピューターによ

りシミュレーションし導き出すというもので

あり、この調査結果につきましては、去る４

月２０日に、三沢市全域で受信障害が発生し

ないとする報告を受けたところであります。

しかしながら、今後の基地の運用等に伴いま

して受信状況が変動する可能性も考えられる

ことから、引き続き東北防衛局と連携を図り

ながら、受信障害の実態把握に努めてまいり

たく考えております。

また、マックテレビの今後の方向性、方針

についてでありますが、現在、マックテレビ

は、これまた議員さんのお話にもございまし

たように、行政情報や防災情報に関する市民

の重要な情報源となっております。中でも、

米軍及び自衛隊による夜間・早朝における飛

行訓練やデモフライト、また、廃弾処理など

の情報提供を迅速にすることにより、市民の

不安解消等に大きく寄与しているものであ

り、市民生活に必要不可欠なものであると認

識をしているところであります。

今後のマックテレビの運営につきまして

は、その根幹を共同受信施設が担っておりま

すことから、共同受信施設の維持補修につい

ては、平成２０年度から、三沢基地周辺対策

に関する要望の中で、障害防止事業で整備し

たテレビ共同受信施設の更新事業を継続して

行っていただきたい旨、国に対してお願いを

しているところであります。今後におきまし

ても、市議会と連携を図りながら、国に要望

してまいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

５番。○議長（馬場騎一君）

再質問をさせていた○５番（鈴木重正君）

だきます。

まず１点目といたしまして、組織の改編に

ついてでありますけれども、先ほど御説明あ

りました今年度の組織改編、主なるものとし

て、地産地消を進めていくための地産販売推

進室の新設ですとか、小中一貫教育、耐震化

等々への対応ということで教育部長の新設な

ど、もちろん今後の総合振興計画の着実な推

進を図っていくためという大きな目的の中

で、それぞれが個々の目的を持って組織を改

編されているかと思います。

今、三沢市では、行政経営推進プランとい

うことで、事務事業評価、施策評価、政策評

価ということをこれからもやっていくという

ことですが、組織の改編について、例えば、

ある目的を持って組織を改編しましたと、そ

うしたことによって、その組織が果たして本

当に目的を達成しているのであろうかとい

う、組織の改編に係る検証といいましょう

か、評価というか、そういったものを三沢市

では現在行っているのか。もし仮に行ってい

るとすれば、どのような形で行っているの

か。かつ、もし行っていないとするならば、

私はそういったものをやはりやっていく必要

があるのではなかろうかと思いますので、そ

こに係るお考えをまずお伺いいたします。

続きまして、理事とか参事、副参事という

お話でるる御説明をいただきまして、私も三

沢市行政組織規則ですか、読ませていただき

まして、先ほど副市長さんのほうからもござ

いました。単独の参事さんというのはおられ

ないと、参事兼課長さんということでありま

すよと。

実際、先ほども副市長さんのほうからもあ

りましたが、課長さんは課の事務を掌理し、

所属の職員を指揮監督するとともに特に命ぜ

られた事項を総括する、それが参事兼課長さ
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んの役割だということでありますが、一般的

に非常にわかりづらい。書いているのはわか

るのです、根拠はわかります。ただ、そう言

われても、一般的に非常にわかりづらいな

と。では、ただの課長さんは、特に命ぜられ

た事項は総括しないで他の事務だけをやって

いるのかな。そうすると、特に命ぜられた事

項というのはどんなものなのかなといったと

ころ、副参事さんにしても参事さんにして

も、その辺がちょっと明確でないのかなと

思っております。

確かに、そのポストは、職員のやる気を生

み出すということがもちろんあろうかとは思

いますけれども、必要があるからその職を置

くわけでございますので、ポストをつくるた

めに職をつくるわけではないと私は思ってお

ります。

ですので、１点、具体的にちょっと例を挙

げて、普通の課長さんはこうですよ、けれど

も、参事兼課長さんはこういう事項をさらに

総括するような命令を受けているのですよと

いったことを、ちょっと具体的な例を挙げて

いただいて、わかりやすい説明をお願いした

いと思います。

続きまして、行財政改革について、健全な

財政運営の確保ということの、いわゆる特別

職の給料引き下げについてでありますが、今

般、行財政改革で財政状況とか、あと、県内

の他市の例なども参考にして引き下げ幅を決

めたということでございます。

私、冒頭、一般質問でも申しましたが、み

ずからトップの方々が身を削って改革に取り

組んでいく、その姿勢というものは非常に評

価するところであります。

ただ、１点だけ私が思っていたのは、行財

政改革大綱実施計画というものがございまし

て、この中で給料の関係の引き下げが、私が

見た限りでは、特別職の給料月額の引き下げ

と、あと職員の方で管理職手当の引き下げと

いう二つが挙げられているのですけれども、

この職員の管理職手当の引き下げについて

は、計画年度５年間すべて実施しますと、１

０％引き下げを行いますということの計画に

なっております。ただ、特別職の引き下げに

つきましては２２年度は実施する、２３年度

以降においても減額の方向で検討するという

実施計画になっているのです。

これを見ますと、減額の方向で検討すると

いうことは、減額しなくなるかもしれない。

他方、職員の方々の管理職のほうは５年間、

１０％引き下げるという計画になっているの

です。そこら辺はどういう方向で検討してい

かれるのか。また、なぜ５年間だったら５年

間、行財政改革実施計画という中で減額をし

ますという形の実施計画をつくれなかったの

か、その辺について御答弁をいただけますで

しょうか。

以上です。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えをし○市長（種市一正君）

たいと思います。

なぜ特別職が２２年はやって、後はどうな

るのかと、そこがはっきりしないというよう

なことでありました。総体的には、通してや

るということで計画はしましたけれども、た

だ、私の任期中はそういうことで、それ以降

のことについてはそのときにまた検討する必

要があるのかなと、そんなことで、あえてそ

こにとどめたわけでありますので、御理解を

いただきたいと思います。

副市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えを○副市長（大塚和則君）

いたします。

２点ございますが、１点目の組織改編は毎

年やられているけれども、それについての検

証を行っているのかという御質問でございま

す。

総合振興計画の中にもございますが、事務

事業評価の対象として、組織の見直しという

ことも毎年実施していくというのがございま

す。ですから、行政経営推進プランの中で組

織の見直しもやっていくということでござい

ますので、御理解をいただきたい。
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ただ、新しく組織した内容が有効に機能し

ているのかどうかというのは、毎年度の組織

の検討に当たっては当然やられることでござ

いますので、そういう観点からも当然にやら

れることだということで御理解をいただきた

いと思います。

それから、参事、副参事、理事、なかなか

わかりにくいという御質問でございますが、

本市は７級制という職務の級制をとっており

まして、まずは１職１級制。他市町村の話は

したくありませんが、本市は国あるいは制度

に準じて１職１級制という制度をとっており

ます。その中で、７級の職は部長の職、６級

の職は参事が主な職にしております。その中

で課長との兼務の発令をしておりますが、そ

れぞれその職、それから職の重さに応じて参

事発令を当然にしているわけでございます。

一番わかりやすい例でお話をしていただき

たいというお話がございましたが、例えば政

策調整課長は参事の兼務になっております。

御案内のとおり、政策調整課というのは、市

の総合政策に携わる重要な事項を調整する機

関でございます。そういう意味で、この課長

の職は、重要施策の総合調整に関する事務と

いう特認事項を扱っている職というふうにし

ております。

あと、財政課長においても、現在の行財政

改革をそつなく、間違いなく進めていくとい

うことで、財政運営の健全化に関する事項と

いう特認事項を扱っております。その他いろ

いろありますが、そういう状況でございます

ので、御理解をいただきたいと思います。

以上です。

５番、どうぞ。○議長（馬場騎一君）

再々質問をさせてい○５番（鈴木重正君）

ただきます。

今、理事、参事ということで、参事は非常

に重要な事項を命ぜられているということで

ありました。今、副市長さんのほうからあり

ました三沢市の行政職給料表というのは、

おっしゃるとおり職員に応じました７級制を

採用しているところであります。

ただ、重要なポスト、重要な事項というも

のは、どこまでが重要で、どこまでというの

はもちろんあるとは思うのですけれども、そ

の数ですとかがやはり明確でなくて、確かに

その時々で、これが重要ですといってそうい

う方々がふえる。逆に減る場合もあろうかと

思いますけれども、多分一度上がった等級は

下げるわけにはなかなかいかないのではない

のかなと。

そういうところで、いま一度どうでしょう

か。理事とか参事、副参事、あとはちょっと

下になります係長級にも主任主査という職も

あるみたいでありますけれども、いま一度、

これらの職の必要性ですとか役割ですとか、

そういったものを実態に即して検証していた

だいて。

今後、ますます職員数も削減されていきま

す。そしてまた、職員の年齢構成というもの

も変わっていくわけでございます。さらに言

えば、総合振興計画推進を図っていくための

健全な財政運営の確保ということで、そう

いった職でいけば、管理職手当等々の問題も

あろうかと思いますので、どうでしょうか、

そういったものも踏まえまして、中期的な視

点で行政組織運営をしていくということで、

例えば７級制、級別の定数に上限を設けて、

ある程度、三沢市はこういう姿で級別に組織

人員を配置していくのだというようなこと

で、効率・効果的なこれからの行政経営とい

う中で、そういったことに今現在取り組んで

おられるのか、もしおられないのであれば、

検討する余地等々ないのか、そこについて、

最後に御答弁をいただけますでしょうか。

副市長。○議長（馬場騎一君）

再々質問にお答え○副市長（大塚和則君）

をいたします。

議員御指摘のように、今、定数管理とか非

常に厳しい状況にございます。その中で、さ

まざまに、どういうふうにあるべきかという

ことは当然検討されるべきことでございます

ので、ただいまいただいた御意見を十分しん

しゃくしながら、今後検討してまいりたいと
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いうふうに考えております。

以上です。

以上で、５番鈴木重○議長（馬場騎一君）

正議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

おはようございま○１２番（野坂篤司君）

す。みさわ未来の野坂篤司が、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。

私は、平成１６年３月の三沢市議会議員に

立候補し、そして当選以来、同じことを言い

続けてまいりました。その思い、その使命感

は、「自分の子供は自分で守れ」「自分の家

庭は自分で創れ」「自分の街は自分で創

れ」、そして「自分の国は自分で守れ」とい

う考え方であります。

この考え方は、一人一人が独立し自立した

考えのもと、国が、市が、会社が何をしてく

れるか、つまり、自分に何をしてくれるのだ

というふうに問うよりも、国や市や会社に自

分が何ができるのかというふうに積極的に考

える、その人生観を持つことが、明るく健康

的な人生を歩むことにつながるものと私は考

え、その考え方を確信しているものでありま

す。

私たちが住んでいる「宇宙船地球号」の自

然環境は、「蒔かぬ種は生えぬ」でありま

す。つまり、原因があって結果があるという

ことであります。結果があって原因があるの

ではありません。このことは、人間社会でも

同じであります。義務を先行するから権利が

生まれるのであり、権利が義務より先にある

のではありません。働かないで給料を上げろ

とか、奨学金を借りて大学を卒業しても返済

しないとか、ごみ処理場を建設することは賛

成だが、自分の町内に建設するなとか、最

近、自己中心的な考え方が大変多くなり、こ

のような時代でいいのだろうかと非常に心配

しているところであります。この最たるもの

が国防の問題だと私は感じております。

会社経営の最大の社長の責任は、会社を倒

産させないことであります。総理大臣の最大

の責任は、日本国の安全保障だと思います。

昔、「はじめに国にありきではなく、はじめ

に人ありきであり、人に優しい政治」と言っ

て首相になった人がいましたが、国がなけれ

ば法律もなく、国籍もなく、流浪の民になっ

てしまうのです。

百獣の王と言われるライオンの男は、ふだ

ん何も仕事もせず、狩りもしません。しか

し、一たん外敵が来ると、命をかけて家族を

守るための闘いをするものです。今の日本の

国民は、一たん外敵が来ると家族を置いて逃

げてしまうような気がしてならないわけであ

ります。

沖縄の米軍基地問題で、全国の知事に移転

先をお願いしたところ、だれひとりとして手

を挙げなかったといいます。その割には、日

本人は平和が大好きなのであります。

渡り鳥の一番後ろの、いわゆるしんがりを

務める鳥は一番臆病な鳥なのだそうでありま

す。つまり、一番危機感がある鳥です。危機

感があるということは、周りの動き、動向に

敏感であるということであります。

私は、平成１７年１２月議会でも、三沢市

を日本唯一の平和貢献協力都市にすべきでは

ないかと提言いたしました。２２年３月議会

でも、基地の経済的重要性を取り上げ、当市

でも十分認識していると思っております。

先日６月６日、第２２回アメリカンデーが

開催され、８万人の来場がありました。この

ことを見ても、「三沢市ほど友好的で暮らし

やすい米軍基地は、世界じゅうどこを探して

もない。ナンバーワン・ベストシティーだ」

と米軍司令官の言葉として聞いているのであ

ります。地元ボランティアも、胸に「ベース

＋タウン＝ミサワ」というＴシャツを着て活

動していたグループもいました。

三沢市は、米軍基地との共存共栄を基本と

しているまちであります。その現実を踏まえ

て、三沢市独自の平和貢献政策を積極的に提

案し、三沢市でなければできない、三沢市だ

からできることを調査・研究すべきと思いま

すが、市長の考え方を伺います。
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次に、三沢市が誇る歴史的偉業であるミ

ス・ビードル再現飛行計画について伺いま

す。

平成２１年１２月議会、昨年であります

が、この問題について質問いたしましたが、

市長の答弁は、ことしは日本の航空１００

年、来年は太平洋無着陸横断飛行８０周年、

さらにウエナッチ市との姉妹締結３０周年、

そして東ウエナッチ市との姉妹締結１０周年

を迎える節目の年であり、再現飛行が実現可

能になれば、これ以上のことはない。いろい

ろな課題を整理し、実現の可能性を最大限

探ってまいりたいと答弁しております。

全国でも有数な規模、大きな規模で開催さ

れる三沢基地航空祭が９月１９日に開催され

ることに決まりました。市民はもとより、全

国的に、そして世界的に有名な太平洋無着陸

横断飛行ミス・ビードル再現飛行が大変待た

れるところであります。三沢市長みずから先

頭に立ち、積極的に努力していると聞いてお

ります。実現の可能性を大いに期待している

ところですが、その計画がどのような進捗状

況なのか、お伺いいたしたいと思います。

次に、教育問題を質問させていただきま

す。

はじめに、子ども手当の活用について伺い

ます。

民主党の目玉政策として、子ども手当が三

沢市でも６月１１日から、いわゆるあしたで

ございますが、支給されるとのことですが、

子ども手当は、財源確保の裏づけや支給対象

など多くの問題を含んだままスタートしてい

ます。初年度で２兆２,５００億円、翌年度

で倍の４兆５,０００億円を支出することに

なりますが、私はこの事業に甚だ疑問を感じ

ている一人であります。

教育の基本的な考え方として、子供を育て

るのはお金ではなく心であると確信していま

す。犬は幾ら教育しても犬ですが、人は教育

しないと人間になりません。子ども手当は、

人間を育てるために使うべきであります。

昔、こんな話がありました。未開の土地の

原住民に指導者が派遣され、その指導者が大

変な働き者で、みずから進んで魚をとり、村

人へ配り、大変いい人だと喜ばれました。し

かし、２年後に帰っていきました。その日か

ら村人は魚が食べられなくなりました。次に

派遣された指導者は余り働かず、村人一人一

人に毎日魚のとり方を教えました。２年後に

帰っていきましたが、魚のとり方を覚えた村

人が、互いに一人一人に教え合いながら自分

たちで魚のとり方を覚えていきました。その

村は、代々魚のとり方、技術を継承し、繁栄

したと言われております。

子供を育てることは、体を大きくすること

ではないのです。人間として生きていくため

の知恵や人格を磨き、自立できる、一人で生

きていけるように子育てをするのでありま

す。野生の動物は、一たん親離れをしたら、

敵になるくらい厳しい子育てをすると聞いて

おります。

今回の子ども手当について、先生方から聞

いてみると、教材費や給食費の滞納の催促で

多くの時間をとられているので、役所の段階

で、小中学校の学校徴収金を子ども手当から

差し引きできるように望みたいとの話があり

ます。このような要望は、山梨県中央市をは

じめ全国的に要望されております。

私は、教育にお金を使うことは大賛成です

が、お金の使い方に問題があると思います。

先ほど魚のとり方で昔話をしましたが、教育

は、指導者、先生、コーチがいなければ、実

践効果がないことを言いたかったのでありま

す。

当市の支給額は６億４,７４０万円になる

と聞いております。三沢市の教育に、給食

費、教材費をすべて引いても約３億円が残る

わけであります。その３億円の金を先生方の

人件費にし、先生方を増員し、一人一人の児

童生徒がわかるまで教える授業に取り組むこ

とで、子供の生きる力をはぐくみ、立派な大

人が育ち、すばらしい三沢市ができると思う

のであります。

子ども手当は、国政・与党にかかわらず、
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１回予算化するとなくならないと私は思いま

す。国や県は、教育予算に対して、私は受け

身ではなく、自分たちから考えていき、来年

度に向け三沢市教育委員会独自の子ども手当

予算の使い方を考え、より積極的に国や県に

働きかける考えがあるかどうか、教育長の考

え方を伺います。

最後に、親学について伺います。親学とい

うのは、親が学ぶということです。

私が市議会議員にさせていただいて１回目

の一般質問が、平成１６年６月議会でした。

そのときの質問が、親業、親業訓練所、親学

の考え方について質問をいたしました。今回

は２回目であります。

近年、毎日のように、子供に対する親の虐

待事件が全国的に多くなっているのでありま

す。このことは、戦後教育の矛盾が大きくあ

らわれてきていると言われております。家よ

りも個人、義務よりも権利、先祖より今、機

会平等より結果平等、男女の区別を差別とと

らえたりすることで、多くの矛盾が生じたも

のと私は思います。親に対するありがとうの

心、親孝行の心、夫婦円満の心を教える親の

教育が、今こそ重要であると思います。

岡山県玉野市で、親学のパンフレットを作

成し、幼稚園、保育園、小中学校の家庭や、

母子手帳の配付時に同じく配付していると聞

いております。「親として学ぶ」という、こ

ういう小さいものですが、８ページになって

おり、大変いいものが書かれております。

この事業は、文部科学省の訪問型家庭教育

相談体制充実事業の一環として、玉野市が独

自に作成したものであります。その作成のプ

ロセス、いわゆる作成の過程が大変重要なも

のでした。電話で聞いたわけですが、このつ

くり方に、２年ほどかけて、ＰＴＡや民生児

童委員、先生方、そしてＮＰＯの方々、教育

委員会の周りが集まりまして、家庭支援チー

ムをつくり、その方々が中心になりできたも

のであります。私が何よりすばらしいと思い

ましたのは、「親として学ぶ」と題して、親

の学びに焦点を絞り込んだことです。

前回の教育長の答弁は、三沢市家庭教育推

進協議会を発足させて、親の教育力を充実さ

せたいという答弁でしたが、親の学びに焦点

を絞っていません。子供は、親が言うことに

似るのではなくて、親の行動に似るのです。

親学のパンフレットを作成し、三沢市の生涯

教育の柱として取り組むために積極的に取り

入れる考えがあるかどうか、伺いたいと思い

ます。

以上で、質問を終わります。御清聴ありが

とうございました。

ただいまの１２番野○議長（馬場騎一君）

坂篤司議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの野坂議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、基地政策問題とミス・

ビードル号に関する御質問については私か

ら、教育問題につきましては教育長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

まず、基地政策問題についてであります

が、御承知のように、三沢市は、国防の重要

性を認識し、基地とともに発展してきた歴史

があるわけであります。こうした歴史の中

で、市民は、三沢基地の所在・運用に伴って

発生するいわゆる航空機騒音の障害や、ある

いは事故等の不安に耐えながら、基地の安定

的運用に協力してきたところであります。

また、当市には、これまでもＪＴＡＧＳや

米軍再編にかかわる訓練移転を受け入れるな

ど、国からの要請に基づき、市民に与える障

害の状況や、あるいは国の民生安定施策にか

かわる対策を総合的に検討するとともに、市

議会をはじめ各種団体等の御意見などを踏ま

えながら、慎重に判断してまいったところで

あります。

三沢市独自の平和貢献策の積極的な提案

や、日本国民の生命・財産を守る先駆けとし

て、国防上できることを調査・研究すべきと

の御意見につきましては、国防は国の専管事

項でありますので、一地方自治体として答弁
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は差し控えさせていただきたいと存じます

が、三沢基地の安定的な運用は当市としての

大きな関心事でありますので、国の安全保障

政策や基地を取り巻く動向等を注視し、情報

収集に努めてまいりたいと考えております。

次に、ミス・ビードル号問題についてお答

えをいたします。

ミス・ビードル復元機による再現飛行は、

機体を所有するスピリット・オブ・ウエナッ

チにより、これまで４度計画されましたが、

世界情勢の悪化や資金不足などの理由から今

日まで延期となっておりました。当市といた

しましては、日本の航空史１００年に当たる

ことしこそ、航空史にその名を刻んだミス・

ビードル号の雄姿をぜひ市民の皆様に見てい

ただきたいとの強い思いを抱いております。

御質問の進捗状況についてでありますが、

９月に開催される三沢基地航空祭での飛行に

向けまして、昨年よりスピリット・オブ・ウ

エナッチと粘り強く交渉を行ってまいりまし

たところ、このほど内諾をいただくことがで

きました。

再現飛行の実現に際し、大きな課題であり

ました復元機の輸送につきましても、私みず

から太平洋空軍司令官をはじめ、在日米軍司

令官、三沢米軍基地司令官にお願いをしてい

るところであります。また、飛行するために

必要な手続やもろもろの課題は、近々、実行

委員会を組織し、整理していきたいと考えて

おります。

ミス・ビードル復元機の再現飛行は、日米

両国を結ぶ一大事業であり、三沢市民の長き

にわたる夢でもあります。その夢が今年９月

１９日に現実となりますように、市民の皆様

とともに全力で取り組んでまいりたいと考え

ております。

私からは、以上でございます。よろしくお

願いします。

教育長。○議長（馬場騎一君）

野坂議員さんの質○教育長（吉田 健君）

問の教育問題の１点目、子ども手当について

お答えいたします。

御承知のとおり、平成２２年６月から子ど

も手当の支給が全国で始まり、当市において

も明日６月１１日が１回目の支給日となりま

す。

平成２２年度における子ども手当の支給に

関する法律の目的は、子供を養育している者

に子ども手当を支給することにより、次代の

社会を担う子供の成長及び発達に資すること

としており、受給者の責務は、この目的を達

成するために支給される趣旨にかんがみ、こ

れをその趣旨に従って用いることを制定した

法律となっております。

子ども手当は、認定された保護者に対して

支給されることになっていることから、当教

育委員会といたしましては、現在のところ、

子ども手当を使った独自の施策についての考

えはございません。しかしながら、今後も国

の施策や動向等に十分に注意を払いながら、

教育行政の運営に努めてまいりたいと思って

おります。

次に、教育問題の２点目、親学についての

御質問にお答えいたします。

近年、我が子に対する行動の容認範囲の拡

大及び虐待などが大きな社会問題となってお

り、その原因として、家庭教育の低下が教育

に関する協議会等で指摘されております。平

成２０年度文部科学省調査では、約８割の親

が家庭の教育力が低下していると実感してお

り、回答が多かったものに、道徳観の低下、

過保護や過干渉、しつけ教育に無関心な親の

増加が挙げられています。

国の教育振興基本計画において、家庭教育

とはすべての教育の原点であり、子供の豊か

な情操や基本的な生活習慣、家族を大切にす

る気持ちや他人に対する思いやり、命を大切

にする気持ち、善悪の判断などの基本的倫理

観、社会的マナー、自制心や自立心を養う上

で重要な役割を担うものと位置づけていま

す。

議員さんから御提言ありました岡山県玉野

市で作成された親学のパンフレットは、ＰＴ

Ａ連合会や保護者の協力のもとに作成され、
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各家庭、いずれ親になる高校生にも配付され

ているとのことです。

三沢市においても、家庭の教育力向上に向

けた取り組みとして、幼稚園から小中学校ま

での子供を持つ保護者を対象に家庭教育学

級、また、家庭教育支援基盤形成事業を通し

親の役割について学ぶ機会を設けているほ

か、父親の家庭教育への参加を促進するた

め、父親の家庭教育参加促進講座などを開催

しております。また、三沢市ＰＴＡ連合会に

おいても、協働のまちづくり市民提案事業を

活用した講演会や研究大会への保護者の積極

的な参加を呼びかけております。

今後におきましても、従来の事業のさらな

る推進を図るとともに、議員さん御指摘の親

として学ぶ大切さを啓発してまいりたいと考

えております。具体的方策としては、多くの

親の集まる機会である学校における１日体験

入学や入学説明会において、小学校保護者向

けには、親子のコミュニケーションや家庭教

育の大切さ及び子供の心の理解など、また中

学校保護者向けには、思春期の子供の理解や

有害情報対策及び親の役割など、これらの親

の学びについてＰＴＡと連携の上、効率的に

保護者の皆さんの御理解をいただきながら、

家庭の教育力向上に積極的に取り組んでまい

りたいと考えております。

以上でございます。

１２番。○議長（馬場騎一君）

再質問させていた○１２番（野坂篤司君）

だきます。

質問の前に、先ほど市長さんから、ミス・

ビードル号の内諾を得たという大変すばらし

いお答えをいただきました。一生懸命その再

現飛行に我々も協力したいと思っておりま

す。よろしくどうぞお願いします。

３点ほど再質問させていただきます。

先ほど米軍の平和貢献という話をさせてい

ただきましたが、今、縮小しているのです

ね。この間、クローズアップ東北というのに

出ておりました。前は１万２,０００人ぐら

いだったかなという記憶があるのですが、

８,５００人ぐらいになって、今、減ってき

ているのをふやすぐらいの範囲がいいのかな

と思っています。

私が冒頭で長々と言ったのは、三沢市は国

防に協力していることに誇りを持つまちなの

だということを、自分たちで思っていかなく

てはいけないと考えているわけです。

三沢市の現状からすると、この間もある報

道に載っていましたが、今、ソ連の崩壊の中

から中国尖閣諸島とかいろいろな問題があっ

て、ややもすると東シナ海に戦力が移行し、

沖縄が重点になっています。これはだれでも

わかることなのですが、日本は海洋国家です

から、ややもすると沖縄とかああいうところ

がどんどん侵されてくるというので、集中し

てアメリカと連携をしていると思うのです。

そうすると、これからますます注意していか

ないと、三沢の米軍基地の価値が薄れていく

のではないかと。そうなると、別な意味で三

沢市の経済に大きく影響してくる。

そういう部分から、逆に調査・研究をき

ちっとして、三沢市のあるべき姿といいま

しょうか、これだけの基地があるわけですか

ら、我々も正面切って言えないかもしれませ

んが、きちっと調査をし、これこれはだめだ

けれども、これなら大丈夫だと、要するに受

け身ではなくて、こちらから発信していくと

いうことが私は大事だと思うのです。ですか

ら、ぜひそういう調査・研究をきちっとし、

受け身ではなくて、自分たちで調査しやって

いくということの考え方で、もう一回そう

いったことまで踏み込んでいただきたい。そ

ういう考え方があるか、もう一回聞きたいと

思います。

次に、教育問題でありますが、教育長さん

がおっしゃったとおり、子ども手当に関して

はわかります。私は、これからの話をしてい

るのです、来年度とか。

というのは、大変申しわけないのですが、

余りこれも大きい声で言えないのですが、ば

らまきなのですよ。どうするのですか、１万

３,０００円ずつ毎月もらって。私が言いた
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かったのは、指導者がいないとだめ。要する

に「三人寄れば文殊の知恵」という言葉があ

りますが、知恵のある人が３人寄ったからい

いのですが、そうでない人が集まっても何も

ならないのです。大変申しわけないですが、

野球の下手な人が３０人集まったって勝てな

いのですから。そういう意味では、指導者を

きちっとつくるように。これも同じですが、

こちらで考えた方向で。あちこちで出ている

のですよ、ばらまきだと言っているのです

よ。だから、例えば幼稚園のあれに使ったほ

うがいいとか。

三沢に４億円のすごい金が来るのですよ、

来年になると倍です。臨時講師を入れたりす

ると、大体講師さんは３００万円から３５０

万円の年収だと言われておりますので、約８

０人から１００人使えるのですよ、単純に考

えて。そうすると、一人一人に教えられる。

そうすると、授業についていけない子供はな

くなるわけですから、いじめも何もなくなる

わけです。ぜひそういったことを積極的に考

えて、先ほど言いましたように調査・研究し

て、２２年度は別としても、２３年度から２

５年度というふうに次々にこっちから主導的

にやっていくという、受け身ではなくて、提

案していくという考え方がないのかというこ

となのです。

それから最後に、あと一つですが、そうい

う調査・研究からいくと、３番目の親学です

が、訪問型家庭教育相談体制充実事業という

のも、玉野市では素早くそれを感知し、自分

たちが提案し、予算を国から獲得しているわ

けです。

先ほどまた、教育長さんが３年前と同じよ

うな答えを出しまして、家庭教育学級をやっ

ているので大丈夫だという話をしております

が、そうではなくて、親学とか、親に学ぶと

か、焦点を当てる事業をしてほしいというこ

となのです。

私は、かなり古い話でありますが、３６歳

のときから青年会議所に４年間いたのです

が、そのときから、青少年育成よりも親の育

成だということで「おやおや教室」というの

をずっとやってきています。親がよくないと

絶対子供はよくなりません。親に焦点を当て

て、親に集中した形で、そういう項目をつ

くっていただきたいと思って出したのです。

家庭学級だ、何学級だ、いろいろなことを

やっています。でも、親に焦点を当てた事業

は一つもないのです。親学に対してだとか

「おやおや教室」とかというのは、私は無料

で講師をしたいぐらいのつもりであります

が、ぜひ親にフォーカスして、親に対する学

びの事業をつくっていただきたいと思ってお

りますので、もう一度その考え方をお聞かせ

ください。

この三つ、お願いいたします。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

調査・研究を積極的にやったらどうかと、

こういう話であります。申し上げたようなこ

とでとどめたいと思います。

先ほど申し上げたとおりでありますが、た

だ、前回も、基地があるがゆえに三沢の経済

はどうなっているか、依存度といいますか、

そういう質問もあったわけでありまして、三

沢の経済の実態というものもある程度つかん

でおく必要はあるとは思っておりますけれど

も、国防に関する限りは、まだそこまでは言

えないと、こういうことです。

教育長。○議長（馬場騎一君）

野坂議員さんの再○教育長（吉田 健君）

質問にお答えします。

まず、第１点目でございます。児童手当に

ついてのこれからの措置、またはその工夫、

具体的な扱い方についての教育委員会として

の方策はないのかと、今、事例等も挙げてい

ただきました。結果的には、先ほどお話しし

たように、受け取る権利のある者は親と子、

保護者でございますので、そこの承認がなけ

れば何にも使えないというのが現実でござい

ます。
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実際に、受給者は親、保護者になっていま

す。ですから、そこに一つの大きなハードル

があるのではないかなと思います。それを、

例えば給食費、または、先ほどおっしゃいま

した児童生徒のために独自の講師を雇う件に

ついては、そのハードルを越えない限りは、

方策として、または施策として具体的には進

められないのではないかなと。その以前に、

受益者である、受取人である保護者の承認が

まず第一かなと、こう思っております。

議員さんがおっしゃる趣旨については、そ

のとおりだと思います。実際に、例えば給食

費等の未納も全国的な問題になっておりま

す。そういうものにきちんと回してはいかが

なものかという御指摘は、そのとおりかと思

います。そのほかにまた、余ったお金に対し

ても三沢独自で、例えば講師を雇う等いっぱ

い出てきましたけれども、それについても、

先ほど言いました受取人の、保護者のまず承

諾がないといけない。そこのところが大きな

ハードルではないかなと思っております。

その回答については、以上にさせていただ

きたいと思います。

それから次に、親学についてでございま

す。具体的には、玉野市で行われています親

学のパンフレットの活用、また、活用した後

の効果というのも聞いております。

実は、平成２０年度までは青森県の予算で

もちまして、例えば３歳児健診または入学

時・就学前の健診を対象といたしまして、家

庭教育手帳というのをお渡ししておりまし

た。乳児用は「どきどき子育て」、小学生低

学年から中学年までは「わくわく子育て」、

それから小学生高学年から中学生は「いきい

き子育て」と、こういうようなものを保護者

の方々が集まる場で無料配付していたのです

が、昨今の電子媒体の普及がありまして、今

現在はほとんど玉野市の親学のパンフレット

と同じ内容なのですけれども、文科省で出し

ていますパンフレットがＣＤ化されまして、

実際に今、皆さんがホームページから閲覧で

きるということになっております。

そして、今現在、健診等、または市立図書

館、働く婦人の家等に印刷したものは設置し

ております。それをぜひ読んでいただきたい

ということ、あとは自分で実際にネットのほ

うからとるという、今はこういうような形で

提供しているところでございます。

ただし、先ほど申しましたように、周知徹

底はやはり保護者が多く集まる場が一番だと

思います。そういうような場を通じて、先ほ

ど言いましたように、例えば入学式、それか

らまた就学前の一日体験入学等、保護者等も

全員来ますので、そういうふうな場で中身に

ついては周知していきたいなと思っておりま

す。

以上でございます。

以上で、１２番野坂○議長（馬場騎一君）

篤司議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時５２分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

休憩前に引き続き、○議長（馬場騎一君）

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

議長を交代し○副議長（小比類巻雅彦君）

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

６番藤田光彦議員の登壇を願います。

６番民主党の藤田光○６番（藤田光彦君）

彦です。通告に従いまして、質問させていた

だきます。

最初に、地域主権における市の対応につい

てお伺いいたします。

６０年初頭から高まってきた地方分権を求

める声は、２０００年４月に施行されました

地方分権一括法で実を結ぶことになりまし

た。この法律により、国と地方の関係は、上

下の関係から対等な関係となり、この国の形

は大きく変わることとなったのです。

国の包括的指揮監督権を擁する機関委任事

務は廃止され、かわりに国が地方にゆだねる

法定受託事務と自治体が主体的に責任を持っ
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て行う自治事務が地方自治体の仕事となりま

した。これによって、自治体の自由度が高ま

ると考えられたのですが、もろもろの法律・

政令が自治体の行政を規制しているため、地

方分権は思うように進むことができなかった

のです。

このような状況の中で、昨年９月に誕生い

たしました民主党政権は、地方分権改革を１

丁目１番地の重要課題として、地域のことは

地域の住民が決めるという地域主権を掲げま

した。そして、戦略会議を発足させ、この６

月に地域主権戦略大綱を策定、２０１２年の

夏までに大綱の実現と地域主権推進基本法を

制定するという工程表がつくられました。今

月に策定が予定されているその戦略大綱は、

国と地方の関係を上下の関係から対等なパー

トナーシップの関係へ根本的に転換し、地域

のことは地域に住む住民が責任を持って決め

ることができる、活気に満ちた地域をつくる

ことを地域主権の基本理念としております。

そのための主要な課題として、国が定めた

基準で自治体の行政を規制する義務づけ、枠

づけの見直しと、地方の条例制定権の拡大、

国が使途を規定するひもつき補助金の一括交

付金化、二重行政である国の出先機関の抜本

的な改革及び都道府県から基礎自治体への権

限移譲を挙げております。

この戦略大綱の策定によって、これらの課

題への具体的な取り組みが始まります。これ

により地方分権が本格的に動き出し、地方自

治体の自由度は確実に高まっていくと思いま

すが、その一方で、自治体の責任は重大なも

のとなります。なぜなら、自治体は独自に施

策を練り、財源を割り振りし、条例を作成

し、みずから主体的に自治体を運営する絶対

的な責任を持つことになるからです。

このように、地域主権は、自治体に自由を

与えるかわりに、自治体に自立を求めるもの

なのです。自治体の性格を新たにし、地域主

権を市はどのように受けとめ対応していくの

か、お伺いいたします。

次に、廣澤安任の全国的なプロモーション

についてお伺いいたします。

三沢市の先人を代表する廣澤安任の偉大な

功績とその波乱に満ちた人生は、人々を魅了

するには十二分のものと思いますが、広く周

知されていないのが実情です。市のホーム

ページの説明を読みましても、また、先人記

念館に展示してありますものを見ましても、

安任の壮大なイメージはわいてきません。彼

の運命と人生が正しく描かれなければ、その

偉大さがわからないのです。

彼の人生をかいま見ますと、幕末の動乱に

巻き込まれた悲運な藩と、その悲運を受けと

め、新たな運命を切り開いていった一藩士の

生涯が浮かび上がってきます。軽輩の家に生

まれ、貧しい生活ながら秀才と言われた少年

時代、父を早く亡くし、母を助けながら藩校

日新館に学ぶ思春期、黒船の来航によって怒

濤のように押し寄せる幕末の激動に身を置

き、藩が京都守護職を任命されると、公用方

として藩主を補佐し、新撰組の近藤勇、土方

歳三と親交を重ね、鳥羽伏見の戦い後は藩の

えん罪を訴えるために江戸にとどまり、投獄

され、その旧知のイギリス外交官アーネスト

佐藤の援助によって釈放されました。

廃藩後は、小参事として藩再興のために陸

奥下北に斗南藩を立藩し、会津から１万７,

４００名もの人を移住させました。しかし、

下北の土地と気候に、移住したものの、生活

はすぐさま困窮し、飢えのため毎日死者を出

す状況の中で、この地を選んだ自分の決断に

苦悩し、そして、廃藩置県により斗南県と

なった県民の生活を救うために、弘前県、八

戸県など他県と統合して青森県をつくること

に奮闘したのです。

ここまでは、悲運と受けとめ、それに耐え

忍んできた人生でしたが、ここから時代を先

取りし、新たな運命を切り開く人生に変わる

のです。この地が放牧に合っていることを感

じ取り、西洋人を雇い、器具をつくり、日本

で最初の洋式牧場を始めたのでした。そし

て、大久保利通の中央政府への勧誘には、

「野にあって国家に尽くす」として固辞し、
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畜産、酪農にその一生をささげたのです。

福沢諭吉は、安任の著書に序文を贈り、こ

う述べております。「思うことは話すことよ

りたやすく、話すことは書くことよりもたや

すい。最も難しいことは、それを行うことで

ある」と。激動のときも苦境のときも、常に

行動の人であった安任にとって最高の言葉で

あったと思います。

安任の人生を通じて、国を思う心、信念を

貫く強い意志、運命に耐え、それを切り開く

気概など、さまざまなことを学ぶことができ

ます。この偉大な先人が三沢に埋もれ、その

壮大な生涯が全国に知られていないのは惜し

むべきことなのです。安任が国民に注目さ

れ、それが市の活性化に結びつくよう、全国

的に知名度向上のために取り組みが必要かと

思いますが、どのようにお考えか、お伺いい

たします。

最後に、市営住宅の将来構想についてお伺

いいたします。

市は、公営住宅法に基づき、健康で文化的

な生活を営むことのできる住宅を整備し、住

宅に困っている低額所得者に低廉な家賃で賃

貸し、住民の生活安定と社会福祉の増進に寄

与することを図っております。

市営住宅は、現在、３６棟４８８戸が運営

されております。家賃は、住居の場所、規

模、年数及び設備状況、入居者の所得によっ

て異なりますが、最低で月３,０００円、最

高で３万９,５００円となっております。入

居率は、住居の古さや場所で違いがあります

が、最小４９％から最大１００％であり、平

均８０％の高い数字を維持しております。所

得の低い方に安心した住まいを提供し、生活

の安定向上のために大いに貢献していると実

感しております。

しかしながら、住宅の中には大変古いもの

があります。築４０年以上もたつものが１３

棟、３０年以上は４棟、２０年以上は６棟も

あり、この中には、老朽化が著しく進み、外

形の一部が変形したり外壁がはがれたりして

いるものがあります。老朽化した住宅は、で

きるだけ早く建てかえや改修を行うか、また

比較的新しい住宅に、住んでいる人を移す必

要があると思いますが、市はどのような構想

を持っているか、お伺いいたします。

以上で、質問を終わります。御答弁よろし

くお願いします。

ただいまの６○副議長（小比類巻雅彦君）

番藤田光彦議員の質問に対する執行部の答弁

を求めます。

市長。

ただいまの藤田議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、地域主権における市の

対応に関する御質問については私から、その

ほかの御質問については関係部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

地域主権における市の対応についてであり

ますが、現在、国では、これまでの中央集権

体質から脱却し、地域住民の一人一人がみず

から考え、主体的に行動し、その行動と選択

にも責任を負う、いわゆる地域主権へと大き

く転換しようとしており、去る５月２４日に

は、政府の地域主権戦略会議において地域主

権戦略大綱の骨子がまとめられ、今月中の策

定を目指しているところであります。

大綱では、国と地方自治体が適切に役割を

分担し、地方自治体の自主性及び自立性を高

めていただくために、今後二、三年を見据え

た諸問題に関する取り組み方針や、今後の工

程が示されることとされております。

地域主権の改革の主なものとして、国が法

令で自治体の業務を制約している義務づけ、

枠づけの見直しと条例制定権の拡大、そし

て、都道府県から住民により身近な基礎自治

体への権限の移譲、国からの地方へのひもつ

き補助金を廃止し基本的に地方が自由に使え

る一括交付金化、国の出先機関の抜本的な改

革などが挙げられております。

私といたしましては、地域主権時代におい

て、みずからの政策判断と財源配分で地域を

活性化させ、市民の暮らしを向上させるとい

う、これまで以上に強い決意と責任を持って
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市政運営に当たっていく必要があるものと認

識をいたしております。

今後におきましては、国の動向を十分注視

するとともに、地域主権に対する柔軟な対応

をするために調査・研究に努めてまいりたい

と考えております。

私からは、以上であります。

経済部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

御質問の第２○経済部長（米田光一郎君）

点目、廣澤安任のプロモーションについてお

答えいたします。

元会津藩士の廣澤安任は、谷地頭の地にお

いて、日本初の民間洋式牧場を開設したほ

か、幕末から明治にかけての歴史上著名な人

物との交流がございました。廣澤家より土地

と遺品の寄贈を受けた当市においては、斗南

藩記念観光村及び先人記念館を設置して、そ

の功績を広く発信しながら当市の観光振興な

どに活用しているところでございます。

具体的な取り組みとしては、先人記念館に

おける常設展示及び企画展の実施、十和田市

立新渡戸記念館や福島県の若松城天守閣郷土

博物館などへ資料を貸し出したほか、本年４

月には、ポスターをＪＲ東日本の駅３９５カ

所に１週間掲示するなどの活動を実施してお

ります。このように、さまざまな機会をとら

えて知名度アップに努力しておりますが、な

かなか成果が上がっていないのが実情であり

ます。

議員さん御指摘のとおり、いまだ歴史上の

著名人と言えるほどには知られていない状態

であります。今後は、斗南藩記念観光村に来

場した方々を先人記念館に誘導する方策とと

もに、各媒体において取り上げていただける

よう研究しながら、メディアへ働きかけてま

いりたいと考えております。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

市営住宅の将来○建設部長（中西敬悦君）

構想についてお答えいたします。

現在、当市には市営住宅が１１団地４５０

戸ございますが、そのうち築３０年以上経過

している団地は、古間木団地、木崎野団地、

駅東団地、第一岡三沢団地及び桜町改良住宅

の５団地で１９９戸となっております。

これらの団地については、今まで必要の都

度、内装や設備等を個別に補修してきており

ますが、外装改修等の建物全体にわたる大規

模な工事は多額の費用がかかるため、部分的

な補修を実施してまいりました。

今後、大規模な改修を実施するに当たり、

国の補助事業の活用が不可欠でございますこ

とから、昨年度から、その補助採択に必要と

なる三沢市営住宅等長寿命化計画の策定につ

いて準備を進めており、今年度中の計画策定

を目指しております。

今後は、この計画に沿った改修・改築を目

指し、良好な住宅環境を確保してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

６番。○副議長（小比類巻雅彦君）

３点ほど質問いたし○６番（藤田光彦君）

ます。

まず、地域主権でございますが、先ほど市

長さんが説明したのは、そのとおりだと思っ

ております。そして、私もこの問題について

一生懸命考えてきたのですが、この問題を考

えるときは二つの点がこれから大きく変わっ

ていくのではないかと私は思っております。

一つは、やはり義務づけ、枠づけがどんど

んなくなってきます。今、７００ちょっとの

対象があるのを５００ぐらいにまで、各省に

わたって、枠づけ、義務づけをなくするよう

なことができるという報道もありましたが、

そうなると、今度、我々自治体の執行部が相

当勉強して施策を練る能力をつけなければな

らないと、そういうことになります。

そしてもう一つ、ひもつき補助金が交付金

になるということは、自治体の経営能力が今

度は必要になる。ですから、この二つの点、

各自治体の実情に合った施策を練る能力と、

自治体を財政的に経営していく能力が必要に

なる。市職員の能力をどのように高めていく

か、その点をちょっとお伺いします。

もう一つは、地域主権に関して質問したい
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のは、大綱骨子によると、住民の責任で行う

と言っております。今まで、これは自治体の

責任で行うのが趣旨でしたけれども、自治を

考える場合、自治体の責任で行うという文言

が住民の責任というように、この地域主権の

理念ではなっております。その違いをよく考

えてみてほしいわけです。

つまり、自治体の責任といいますのは、主

に執行部と議会、その二つの組織が責任を持

つ、それが自治体を担っている責任でござい

ます。でも、この場合、地域の住民が責任を

持つということは、執行部と議会、それから

住民の責任を強く強調したものなのです。で

すから、地域の住民に対して、我々は、市民

に対してどのぐらい責任のあることをこの地

域主権によって強調されているかを周知でき

るかどうか、これは難しい問題とは思います

けれども、地域主権というものはそういうも

のなのです。あくまで執行部と議会、それか

ら、今まで責任をそんなに顧みなかった住民

の責任がこれから強く求められるわけです。

強いリーダーを選ぶ責任も住民にはありま

す。そして、市の経営をチェックする、そう

いう責任も今度は住民が持つことになるわけ

です。そういう意味で、地域主権の意味合い

を住民にもしっかり周知しなければならない

のではないかと私は思っておりますが、どの

ようにお考えか、お聞きしたいと思います。

次に、廣澤安任のプロモーションですけれ

ども、確かにまだまだ全国的に知名度がな

く、私にとっても本当に惜しい歴史的人材だ

と思っております。ぜひともいろいろなメ

ディアを使って全国に発信していきたい、そ

ういう戦略を立てていただければうれしいと

思います。

例えば、まず安任の知名度を青森県全体に

高めていく。我々は、お金を少し使って、プ

ロモーションビデオとか、または、もっと内

容の濃いパンフレットを青森県の自治体に配

るとか、そして青森県から知名度を広げてい

くと。次は東北圏、つまり、会津若松市と一

緒に組んで安任の知名度を上げていく、そう

いう順番をもって進めていくのも一つの戦略

だと思っております。そういう戦略を考えて

おられるかどうか、お聞きします。

最後に、市営住宅です。

確かに、私は市営住宅を全部見てまいりま

したけれども、古い住宅は、本当に外形が崩

れているものもありますし、ペンキがはがれ

ているのもあります。これを、長期的に見

て、補助金をもらって直すというのも一つの

計画だと思いますけれども、例えばペンキを

塗りかえるとかそういうのは、三沢市で予算

化できるような事業だと思います。

ちょっとしたことで、古い住宅の外観が変

わるのです。そして、余りにも老朽化がひど

いところは、そこに住んでいる人々を比較的

新しい住宅に移してやるとか、そういうこと

も考えることができると思いますけれども、

そのことをお伺いいたします。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

市長。

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

地域主権の改革関連法案は、御案内のよう

に、参議院では既に４月２８日に可決されて

おりますけれども、肝心の衆議院では、審議

されていますが決定されていないというよう

なことでありまして、会期末は６月１６日と

いうことになっておりますので、今の国会を

延長するかしないかというようなこともあり

ますが、いずれにしても、そういうことの中

で、今度は具体的に取り組みが示されてくる

ものであろうなと、こういうふうに思ってご

ざいます。

どういうふうなスタンスで臨むのかという

ことでありますが、その辺がまだはっきりし

ないということもありますけれども、いずれ

にしても、市民の具体的、積極的な参加が当

然必要でありますので、三沢市総合振興計画

をかけております、いわゆる市民、ＮＰＯあ

るいは企業、町内会長など、地域社会におけ

る多様な主体といいますか、適切な役割分担
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をもちまして、これまで以上に連携・協働を

進めながら、当市の基本理念であります「人

とまち みんなで創る 国際文化都市」の実

現を図ってまいりたい、こんな思いでありま

す。

よろしくお願い申し上げたいと思います。

副市長。○副議長（小比類巻雅彦君）

ただいまの市長の○副市長（大塚和則君）

地域主権の答弁にちょっと補足をさせていた

だきますが、先ほど、地方のことは地方でさ

まざまな形で決定するということのお話がご

ざいました。これからの行政というのは行政

職員の政策形成能力、まさにそれが求められ

るだろうというふうに思います。そういう観

点でさまざまな研修、あるいは、内部で新し

い条例をつくるとか、その条例をどう具現化

していくか、まさにそういうことが我々行政

には問われているだろうなと思います。

それからもう一つは、行政経営能力という

お話がございました。それは、まさに行政経

営システムという今の事務事業評価、あるい

は施策評価、あるいは政策評価、プラン、

ドゥ、シー、チェック、プラン、そういうマ

ネジメントサイクルを実施すること、まさし

く行政経営というものが必要だろうなという

ふうに思います。

それから、市長から今ＮＰＯという、まさ

に三沢市は地域協働社会、要するにそういう

ことをやっておりまして、新しい公共のあり

方、いわゆる行政と民間とどうタイアップし

ながら、役割分担をしながら新しい公共をつ

くっていくのか。そういうのがまさしく地域

主権のこれからのあり方だろうと思いますの

で、そういう点を踏まえながらこれから行政

を進めてまいりたいと、そのように考えてい

ます。

以上です。

経済部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

廣澤安任のプ○経済部長（米田光一郎君）

ロモーションに関しての再質問にお答えいた

します。

まず、メディアの活用の件でございます

が、各観光の担当者が鋭意努力しておりま

す。例えば、歴史家の先生とか小説家の方々

が、三沢市とか近傍においでになって講演を

なさった際には、廣澤安任に関する資料を贈

呈したりとか行っておりますが、これは今後

も続けていきたいと思います。

次に、パンフレットの件でございますが、

先人記念館のパンフレットの中は、ほとんど

が廣澤安任に関する記述で埋まってございま

す。あと、要覧でありますとか、教育委員会

で所管のいろいろな教材とか、それらにも

入っておりますので十分だと思いますが、必

要があれば、今後も検討してまいりたいと思

います。

次に、戦略につきまして、青森県、東北、

全国と、ステップを踏んでの戦略を検討して

いるかということですが、プロモーションに

ついての戦略は常時検討しておりますが、こ

のような地域段階ごとのステップに着目した

戦略ということに関しては、やっているかど

うかちょっと確認できませんが、今後、会議

の場で、これも一つの視野に入れて検討して

みたいと考えております。

以上であります。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

市営住宅の修繕○建設部長（中西敬悦君）

などで簡易なものにつきましては、市の予算

で速やかに修繕できるのではないかという再

質問と、さらには、新しい住宅に移っていた

だく手もあるのではないかという再質問にお

答え申し上げます。

回答がちょっと前後してしまうかもしれま

せんが、新しい住宅に移っていただくという

件に関しましては、まず、引っ越し先の住宅

に空室があるか否やという問題が一つござい

ます。新しい住宅のほうが必然的に空き家率

が非常に低いということと、加えまして、移

られる方の意向に非常にまた大きな問題があ

ります。まず、場所的な問題とか、それから

家賃の関係でございます。新しい住宅につき

ましては当然家賃も割高になってございます

ので、そういった面から、ほかの住宅に移っ
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ていただくというのは、御本人が御希望して

条件が整えば、これも十分対応してまいりた

いと思います。

それともう一点、ペンキを塗る程度の簡易

なものということでお話を賜りましたが、何

せ三沢市自体、どこの自治体さんもそうでご

ざいますが、この時勢でございまして、１万

円でも２万円でも国費をいただけるものにつ

きましては何とかいただいて、市の自主財源

を幾らかでも節約したいなという基本的な考

えがございます。

ペンキを塗る程度とは申しましても、実は

桜町住宅にいたしましても足場がどうしても

高価になります。本体に塗るペンキの費用よ

りも、下手するとそれに匹敵するぐらい足場

の金額が。特に、労働条件の関係で安全対策

に非常に厳しい指導を受けておりまして、昔

のように簡単に塗ってしまうということはで

きない状況でございまして、そういったいろ

いろな理由はございますけれども、市といた

しましては、できる限り住んでいらっしゃる

方が少しでも快適な状況で生活できるよう

に、一層努力してまいりたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。

以上でございます。

６番。○副議長（小比類巻雅彦君）

２点ほど再々質問さ○６番（藤田光彦君）

せていただきます。

廣澤安任の件ですけれども、確かにこの人

は、歴史上もっともっと知名度、認識度を上

げると本当に三沢市の財産になる、そういう

人だと思うのですよ。しかしながら、それが

もったいないことになっている今の状況なの

ですけれども、思い切って先人記念館を廣澤

安任記念館にかえると、そういうような思い

切った考えを持つことはできないでしょう

か。

それから、市営住宅ですけれども、桜町に

ある住宅とか、ほかの４０年、３０年以上の

住宅、あのままにしておくということは三沢

の名誉にもかかるような、古くて、イメージ

が暗い住宅なのですよね。ですから、国にで

もお願いしてお金を得るのもいいですけれど

も、何とか三沢のプライドとして、誇りとし

て、ぜひとも。三沢に来た人にああいう市営

住宅を見せるということは、本当に我々が福

祉政策をどこまで真剣に考えているか、そう

いうイメージを持たれるのが私は怖いのです

よ。

ですから、先ほど国から補助金を得るため

に一生懸命やっていると言いましたけれど

も、大体何年ぐらいたったら補助金が手に

入って、新しい外装とか建てかえが始まる

か、ちょっとお伺いいたします。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

経済部長。

廣澤安任に関○経済部長（米田光一郎君）

する再々質問、先人記念館という名称を廣澤

安任記念館と変更したらどうかということで

ございますが、先人記念館につきましては、

観光施設という機能もございますが、教育施

設という機能もございます。そういう二つの

機能をあわせ持っていることから、幅広い範

囲での御意見を賜って、検討してまいりたい

と思います。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

桜町団地とか、○建設部長（中西敬悦君）

もしくは３０年、４０年を経過した住宅につ

いて、あのままではちょっと暗くて、三沢と

しても非常にうまくないのではないか、何と

か早くできないものかということの再々質問

にお答えいたします。

まず一つですけれども、外見の話で、先ほ

ど金額の話を私は申し上げましたが、公営住

宅の更新と申しますか、建てかえの計画とか

そういったものに関する新しい事業計画年度

が２３年から始まります。その２３年の計画

に、何とか市の先ほどの住宅の更新、長寿命

化計画に盛り込んでいきたいと思っておりま

して、最短でございますけれども、２４年度

から設計関係に入れる可能性はございます。

ただ、これは、将来的なものと予算枠の関係

もございますので、１００％確約できるとい
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うことではございません。

繰り返しになってしまいますけれども、緊

急度の高いものについては、これは、感覚的

な面もございまして、お客様からは早くやっ

てくれと言われ、市としてはもう少し待って

くれとか、そういう非常に厳しい部分もござ

いますが、何とか幾らかでも利便性を向上さ

せてまいりたいと考えております。よろしく

お願いいたします。

以上で、６番○副議長（小比類巻雅彦君）

藤田光彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

１１番公明党の春○１１番（春日洋子君）

日洋子でございます。通告の順に従い、質問

してまいります。

はじめに、環境問題の環境月間とクール

アース・デーの取り組みについてお伺いしま

す。

去る６月５日は環境の日でした。これは、

１９７２年６月５日からストックホルムで開

催された国連人間環境会議を記念して定めら

れたものです。国連では、日本の提案を受け

て、６月５日を世界環境デーと定めており、

日本では、環境基本法が環境の日を定めてい

ます。また、１９９１年からは６月の１カ月

間を環境月間とし、全国でさまざまな行事が

行われています。

そして、１９９７年１２月に京都で行われ

た地球温暖化防止京都会議、いわゆる京都議

定書は、２００８年から２０１０年までの期

間中に、各国の温室効果ガス独自の削減目標

を１９９０年に比べて５％削減することを定

め、画期的な会議となりました。

次いで、「明かりを消して大切なものを見

つけよう」とのテーマのもと、毎年７月７日

の七夕の夜はみんなでライトダウンをして、

天の川を見ながら地球環境の大切さを国民全

体で再認識し、年に一度、低炭素社会への歩

みを実感するとともに、家庭や職場における

取り組みを推進するための日、クールアー

ス・デーです。

環境省においても、２００３年より温暖化

防止の気づきにつなげるため、ライトアップ

施設や家庭の電気を消していただくよう呼び

かけるＣＯ 削減ライトダウンキャンペーン２

を実施しております。これは、ライトアップ

になれた一般の市民一人一人に対して、日ご

ろいかに照明を使用しているかを実感してい

ただき、日常生活の中で温暖化対策を実践す

る動機づけを与えていくことを目的とした

キャンペーン、イベントです。

具体的な取り組みとして、これまで６月２

０日から７月７日までの間、ＣＯ 削減ライ２

トダウンキャンペーンを実施することとし、

特に６月２１日の夏至の夜をブラックイルミ

ネーション、７月７日クールアース・デーの

夜を七夕ライトダウンと題し、両日の夜８時

から１０時の間、全国のライトアップ施設や

各家庭の明かりを一斉に消灯していただくラ

イトダウンを広く呼びかけています。

この結果、京都議定書、第１約束期間の初

年度でありサミットイヤーでもあった２００

８年は、キャンペーン初日の６月２１日夏至

の日に、ブラックイルミネーション２００８

として、東京タワーなどのライトアップ施

設、百貨店、コンビニエンスストアなど約７

万３,０００施設、また、最終日の７月７日

クールアース・デーには、七夕ライトダウン

として約７万６,０００施設の参加を得て、

申告に基づいたところ２３７万８０６キロ

ワットの電力を削減することができました。

これは、ＣＯ 排出削減量９２５トン、約６２

万４,０００世帯の１日当たりのＣＯ 排出量２

に相当するものです。

本市におきましても、市民の皆様や企業、

関係機関への周知に取り組み、クールアー

ス・デーへの積極的参加を促していただきた

いと願うことから、環境月間における本市の

取り組みについて、そして、クールアース・

デーの取り組みについてをお伺いいたしま

す。

２点目の福祉問題、視覚障害者への情報バ

リアフリー化対策についてお伺いします。
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厚生労働省が２００６年に行った身体障害

者実態調査によりますと、全国の視覚障害

者、在宅で１８以上の人数は約３１万人と推

計され、７０歳以上が約半数を占めていま

す。これは、病気などによって、中高年に

なってから目が見えなくなる事例が圧倒的に

多いことを示しており、こうした実情から、

実際に点字ができる視覚障害者は全体の１割

程度にとどまっています。

現在は、インターネットなどを利用して得

られる情報もふえていますが、やはり印刷物

でしか入手できない情報も多くあり、視覚障

害者は、銀行の預金通帳や各種の請求書、税

金に関する通知など、印刷物による情報は、

すべてだれかに読んでもらわなければ日常生

活もままならない環境にあり、著しい情報格

差を強いられています。

このような視覚障害者の情報取得の切り札

として期待されるのが音声コードです。音声

コードは、約８００文字の情報を記録できる

正方形のバーコード、専用の活字文書読み上

げ装置を使いますと、文字情報の内容が音声

で読み上げられ、視覚障害者は耳でその内容

を知ることができます。

国においては、既に、この音声コードは昨

年４月から年金定期便の封筒に添付されたほ

か、各地の自治体においても、障害福祉分野

の発行物などを中心に音声コードの普及が進

んでおります。また、自治体向けには国の補

助事業があり、２００８年度第２次補正予算

で、読み上げ装置の購入には１自治体当たり

１００万円、職員などを対象とした研修会の

実施に当てられる予算としては３０万円を上

限として全額補助され、２０１１年度まで活

用できることになっております。本市におい

ても、視覚障害者のバリアフリーを推進する

観点から、音声コードの普及に努めていただ

きたく、その取り組みをお伺いいたします。

続いて３点目、健康問題の子宮頸がん予防

ワクチンの周知と啓発、公費助成についてお

伺いします。

日本はこれまで、ワクチンで予防できる病

気があるにもかかわらず対応がおくれ、世界

からワクチン後進国と指摘され続けてきたと

のことです。

救えるはずの命が救えない。公明党は、こ

うした状況を打破する一歩として、子宮頸が

んの予防ワクチンの実現に全力で取り組んで

まいりました。その結果、ワクチンと検診の

セットで子宮頸がんはほぼ１００％予防でき

るようになりました。同ワクチンに対し公費

助成をする自治体が徐々に広がっています。

子宮頸がん予防ワクチンの実現は、ワクチン

後進国という汚名を返上する上で一歩前進と

言えます。

既に御承知のことと思いますが、子宮頸が

んは年間約１万５,０００人の女性が発症

し、約３,５００人が亡くなっていると推計

されています。特に近年、２０代から３０代

の若い女性に急増していることから、女性の

命を守るために一日も早い施策が叫ばれてい

ます。

さて、子宮頸がんワクチンは、海外では既

に１００カ国以上で接種されていますが、日

本においては、昨年１２月２２日に国内で販

売され子宮頸がんの予防が可能となりました

が、ワクチン接種回数は、初回、１カ月後、

半年後の計３回であり、現在、ワクチン接種

に必要な費用は３回で約５万円と高額なこと

から、接種者の負担は大きくなります。

産科婦人科学会では、１１歳から１４歳の

女子を接種推奨年齢としていますことから、

小中学校の先生方にも、子宮頸がんやその予

防ワクチンについて理解を深められることを

期待したいと思います。

また、接種対象となる子供たちへの説明の

仕方は、発達段階に応じて検討する必要があ

りますが、性教育の要素は持ち込むことな

く、健康を保ち命を守るために必要なワクチ

ンであるという説明も考えられるところで

す。もちろん若い世代には、子宮頸がんの危

険性や検診の重要性を親の世代がきちんと教

えるべきです。

このように、子宮頸がんはウイルスが原因
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であることが突きとめられているため、ワク

チンが効果的であることはもちろんのことで

すが、ワクチンによりがんの発生を７３％削

減可能となります。１次予防でワクチン接

種、２次予防でがん検診を行うことで、大部

分の子宮頸がんの発症を防ぐことができま

す。また、何よりも次世代を担う若い女性の

健康づくりは、がん患者の減少、医療費の抑

制につながることにもなり、ワクチンを接種

しやすい環境づくりは急務となっています。

以上の観点から、本市におきましても、子

宮頸がん予防ワクチンに関し、市民への周知

と啓発に取り組んでいただくとともに、公費

助成をしていただきたく、その取り組みにつ

いてお伺いします。

次に、４点目の農政問題、口蹄疫対策につ

いてお伺いします。

家畜伝染病口蹄疫の感染が宮崎県内で１０

年ぶりに確認され、県が非常事態を宣言する

など、甚大な被害が発生しています。

これまでの発生状況を見ると、１９０８年

に東京と神奈川、兵庫、新潟で５２２頭、２

０００年に北海道と宮崎で７４０頭が確認さ

れ、今回で３回目となります。また、海外で

は、ことしに入り中国や香港、韓国、台湾で

相次いで感染が確認されています。

宮崎県が非常事態宣言を出した今回の感染

では、殺処分となる牛や豚はこれまでをはる

かにしのいでおり、繁殖用の貴重な種牛まで

もが殺処分の対象となり、松阪牛など各地の

ブランド牛として飼育される子牛の出荷にも

影響が出ています。

ここまで被害が拡大した最大の要因とし

て、後手に回った対応が指摘されています。

４月２０日の最初の感染確認から１カ月が経

過し、ようやく政府対策本部は、家畜移動制

限区域内の未感染家畜へのワクチン接種と、

全頭殺処分などを柱とした防疫対策を発表し

ました。しかし、畜産関係者の不安を払拭す

る内容とは言いがたく、今まで何をやってい

たのか、対策が遅過ぎるなど、政府の対応の

不十分さを指摘する声が相次ぎました。まさ

に、今回の被害拡大は政府の無策が招いた結

果と言えます。感染力の強い伝染病にもかか

わらず、迅速かつ的確な対応をとらなかった

政府の責任は重大です。

このような宮崎県で発生した口蹄疫の感染

拡大を受け、本県では、大規模感染を想定し

た新たな対策マニュアルの作成を進めてお

り、県庁で庁内危機情報連絡員会議を開き、

大規模感染の際には、全庁が情報を共有して

対策に当たることを確認したとの新聞報道が

ありました。その背景は、県では、２０００

年に北海道などで口蹄疫が発生したのを受

け、単発の事例に対するマニュアルを作成し

たが、今回のような大規模感染は想定してお

らず、見直しが必要となったということで

す。

一方、畜産業を営む生産者は、いつ県内に

入ってきてもおかしくない、発生すれば地域

全体に影響が出ると懸念し、警戒を強め、防

疫のため牛舎周辺に消毒用の消石灰を散布し

ているほか、行政や農協から情報収集するな

ど対応に追われているとともに、感染原因や

ルートがはっきりしないことや宮崎での政府

の対応おくれもあり、不安は募るばかりで、

関係者は一刻も早く終息してほしいと願って

います。大切に育ててきた牛や豚が殺処分の

対象となることはつらく、やりきれない気持

ちでいっぱいであり、蔓延すれば、これまで

代々費やしてきた時間が一瞬で途切れてしま

いかねません。

本市においても、宮崎県の口蹄疫の問題は

対岸の火事として眺めているわけにはいか

ず、万全な防疫対策で臨まなければならない

と思いますが、これまで口蹄疫から畜産業を

守るためにどのような取り組みをされている

のでしょうか。また、万が一の場合の危機管

理体制についてもお伺いします。

最後に、教育問題の小学校への教科担任制

の導入についてお伺いします。

今日、小学校において学級崩壊、学力低下

など、さまざまな問題が複雑に絡み合い、も

はや学級担任制を基礎とする学校の運営自体



― 38 ―

が問い直されており、この苦悩や課題を解消

するため、教科担任制という新しいシステム

が注目されていると言われます。

子供たちは、小学校の高学年の時期になる

と、精神的にも肉体的にも成長期を迎え、友

達関係だけでなく、大人との関係も含め多感

な時期となります。特に、６年生は卒業が間

近になり、中学校との関係も考慮に入れなけ

ればなりません。

教科担任制を導入するメリットは、各教員

が専門性を生かした得意な教科を受け持つこ

とにより授業の質が向上する、受け持つ教科

が減るので教員の負担が減る、複数の教員が

児童にかかわることにより多面的な指導・育

成が可能になる、中学校に進学した途端、授

業になじめなかったり不登校になったりする

中１ギャップを減少させることなどです。

平成１７年度より６年生において導入して

いる和歌山県藤波小学校では、教科担任制の

基本的な考えとして、複数の目で子供をとら

えることで一人では見えなかった子供のよさ

や個性を発見できるとし、子供たちは、年齢

や性別の違う多くの先生と触れ合う機会がふ

え、いろいろな見方や考え方があることを知

ることができ、学級経営が開かれたものにな

り、生徒指導面で担任が抱え込むことがな

く、学級崩壊に陥ることが少なくなるとして

います。

また、教師の専門分野、得意分野を生かせ

るシステムであり、今以上に魅力ある授業を

創造できるとし、魅力ある授業をするため

に、担当する教科の教材研究や教材準備の時

間が確保できるようになり、教科ごとに教師

がかわることにより、児童が適度な緊張感を

持ち学習に臨み、気持ちの切りかえができ、

学ぶ楽しさや喜びを感じることができるとし

ており、さらには、教科ごとに変わる指導体

制になれることで、中学校へ入学したときの

子供の戸惑いを軽減して、スムーズに中学校

の授業体制に移行することができると考えて

います。

さて、小学校への教科担任制の導入を推進

している横浜市は、今年度からの新規事業と

して、１１の市立小学校を教科担任制研究モ

デル校に指定しスタートしました。今回のモ

デル校指定は、教科担任制の導入校と未導入

校の学力の比較、導入校の学力の経年比較、

教科ごとの教科担任制導入効果の検証などを

研究するものであり、研究成果を生かしなが

ら教科担任制の効果的な導入を進める方針で

あるとのことでした。

市立小学校の全学年で一部導入を始めた群

馬県伊勢崎市や小中一貫教育を実施している

東京都品川区では、小学校５年、６年で導入

するなど、教科担任制を導入する取り組みは

全国的に徐々に広がりを見せているというこ

とですが、本市においても、従来からの学級

担任制のよさをしっかり確認しながらも、児

童一人一人に確かな学力を身につけさせる取

り組みとともに、小学校から中学校に進学し

た際に、環境の変化にうまく適応できず、い

じめが起こりやすくなったり不登校になった

りする中１ギャップ解消のためにも、教科担

任制の研究モデル校を指定し、導入する取り

組みについてお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いします。

ただいまの１○副議長（小比類巻雅彦君）

１番春日洋子議員の質問に対する執行部の答

弁を求めます。

市長。

ただいまの春日議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、農政問題については私

から、そのほかの質問については関係部長等

からお答えをさせますので、よろしくお願い

申し上げます。

宮崎において発生しました口蹄疫につきま

しては、畜産農家はもとより、国・県等畜産

関係者や一般住民に至るまで、多方面にわ

たって被害や影響を与えているわけでありま

す。連日、マスコミ等でも報道されているよ

うに、口蹄疫による経済被害は甚大なもので

あると認識しているところでもあります。

このような状況を受けまして、防疫対策を
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指導する県畜産部局においては、家畜衛生情

報の周知や緊急調査の実施、危機管理体制の

強化や、宮崎県への獣医師職員の派遣等を実

施いたしております。また、当市においても

県との連携体制を強め、危機管理体制の構築

を図っているところでもあります。

平成２２年２月実施の頭羽数調査における

当市の家畜飼養状況は、大規模経営を含めま

して、豚が９事業所で６万２５４頭、乳用牛

が９戸で３６１頭、肉用牛が２１戸で１,９

８７頭となっております。このほかに、家畜

の集合施設として市営牧場あるいは食肉処理

センターなどの公共施設も保有し、また畜産

関連誘致企業の立地もあり、当市は県内でも

有数の畜産地帯となっているわけでありま

す。

このような実情を踏まえ、当市といたしま

しては、去る６月１日に三沢市口蹄疫防疫連

絡会議を開催し、各関係者との防疫体制にか

かわる協議を実施したところでもございま

す。

防疫活動の内容といたしましては、三沢市

口蹄疫防疫連絡会議を中心とした各関係機関

との連絡体制構築のもと、市内畜産農家から

の要望に即し、畜産関連公共施設における防

疫措置の徹底はもちろんでありますが、マッ

クテレビや広報みさわによる市民への周知活

動も実施するとともに、三沢空港ターミナル

株式会社の協力を得まして、三沢空港到着口

での靴底消毒についても実施をいたしており

ます。また、おいらせ農業協同組合や三沢市

食肉処理センター、養豚生産者協議会の協力

も得て、市内畜産農家やヤギ・羊の飼養者に

至るまで、市内全体における消毒剤の配付に

ついて実施しているところでもあります。

今後におきましては、宮崎県外の口蹄疫発

生や本県及び周辺での発生があった場合な

ど、その段階ごとに防疫体制を拡大していく

ことにいたしており、最終的には、県におい

て防疫対策本部を設置した段階をもって、当

市におきましても、私を本部長として三沢市

口蹄疫防疫対策本部を即時立ち上げることと

いたしております。

以上、申し上げましたとおり、関係機関と

の連絡・連携体制を密にしながら、県に対す

る防疫活動への協力や市民への情報周知、あ

るいは市独自での防疫対策の検討について、

その時々の状況に応じた効果的な対策を速や

かに実施してまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

民生部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

御質問の環境○民生部長（野々宮忠良君）

問題についてお答えをいたします。

環境省では、環境基本法に定められました

６月５日の環境の日を中心として、６月を環

境月間として唱え、全国的にさまざまな行事

が行われているところであります。

当市におきましても、環境月間における取

り組みとして、平成２０年度には、国際交流

教育センターにおいて、一般市民を対象に、

地球温暖化防止に向けた講演会や地球温暖化

をテーマとした「不都合な真実」の上映会を

実施したところであり、昨年度におきまして

も、「エコツアー」と題し、一般市民の参加

を募りまして、岩手県葛巻町にあります風力

発電等の自然エネルギーを活用した施設研修

を実施したところであります。今年度におき

ましては、５月広報で一般募集しております

が、岩手県雫石町のバイオ施設・雫石アグリ

リサイクルセンター研修視察を実施すること

としており、今後とも環境に関する啓発事業

を実施してまいりたいと考えております。

次に、７月７日のクールアース・デーにつ

いてでございますが、地球環境問題が主要

テーマでありました平成２０年の北海道洞爺

湖サミットが７月７日に開催されたことを契

機に定められ、年に１度、天の川を見ながら

地球環境の日を考えるとして、施設や事業

所、家庭などで一斉に電気を消す七夕ライト

ダウンが呼びかけられているところでありま

す。

当市におきましては、当該地球温暖化防止

対策として、職員のノー残業デー、ノーマイ

カーデーの実施、さらには、７月から９月ま
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でクールビズに取り組んでいるところであり

ますが、いずれにいたしましても、こうした

環境対策につきましては、市全体が環境問題

の大切さを認識し、環境保全に取り組むこと

が肝要であり、また、継続した取り組みが必

要であることから、クールアース・デーを含

めまして、今後とも広報みさわやマックテレ

ビ等を通して環境に関する啓発に努め、市民

とともに環境問題に取り組んでまいりたいと

考えております。

以上でございます。

健康福祉部○副議長（小比類巻雅彦君）

長。

福祉問題の○健康福祉部長（宮古直志君）

視聴覚障害者への情報バリアフリー化対策に

ついてお答えいたします。

視覚の障害は情報の障害とも言われており

ます。視覚に障害のある方の生活環境は、コ

ンピューター等の普及により以前に比べ改善

されてきたとは言われておりますが、情報の

入手については困難な状況でございます。

議員さん御質問の音声コードとは、パソコ

ンで作成した文章の情報をコード化し、それ

を文章に張りつけ、専用の読み上げ装置を使

用することによって情報の提供を受けられる

システムでございます。

現在、国においては、視覚障害者に対する

情報バリアフリーを一層促進するために、情

報支援機器や関連ソフトウエアを導入する自

治体を対象として基盤整備事業を行っており

ます。音声コード導入に係る経費といたしま

しては、読み取り装置の機械１台、約１０万

円でございます。

市といたしましては、視覚に障害のある方

にとってこのシステムは、自立した生活と社

会参加を行うためには必要性が高く、情報不

足の解消やニーズに合わせた適切な情報の入

手に有効な手段であると考えております。し

かし、音声コードシステムは、点字ではなく

通常の文章の読み取りであるため、導入に関

しましては、個人情報等に十分配慮しながら

慎重に検討してまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、健康問題の子宮頸がん予防ワ

クチンの周知と啓発、公費助成の取り組みに

ついての御質問にお答えいたします。

子宮頸がんは、女性のがんの死亡原因では

乳がんに次いで第２位を占めており、先ほど

議員さんがお話ししたように、日本では年間

約１万５,０００人の女性が発症し、約３,５

００人の方が亡くなっていると推計されてお

ります。

このような中、昨年１０月に日本ではじめ

て子宮頸がんワクチンの使用が承認され、１

２月末に発売されました。現在、国内で市販

されているワクチンは、子宮頸がんの原因と

なる１５種類の発がん性ウイルスのうち、子

宮頸がんから多く検出される２種類のウイル

ス感染に高い予防効果があるとされておりま

すが、一方では、この２種類のウイルス以外

の発がん性ウイルスの感染を予防できるわけ

ではないことから、この予防ワクチン接種に

加え、定期的に子宮頸がん検診を受診し、子

宮頸がんの予防を行うことが重要となってお

ります。

さらに、先ほど議員さんからもお話があり

ましたように、この予防ワクチン接種には３

回の接種が必要でございまして、約５万円前

後の費用がかかります。

ことし２月に、子宮頸がん制圧を目指す専

門家会議が、全国の１,７７８自治体を対象

に子宮頸がん予防ワクチンについてアンケー

ト調査を行いました。その結果、予防ワクチ

ン接種に対する公費助成を決定している自治

体は、回答した自治体のうち、わずか１.２

％であり、助成を行わないと決定している自

治体は２５.５％であったという報告がなさ

れております。

このような状況を踏まえ、市といたしまし

ては、子宮頸がん予防ワクチン接種は任意の

接種であり、接種が開始されてから日が浅い

ことから、今後もさらに情報収集をしていく

必要があるものと考えております。

また、市民への周知につきましては、婦人
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科検診の個別通知や広報などでお知らせしな

がら、現在行っている事業を有効に活用し、

これまで以上にがん予防と早期発見のための

定期的ながん検診の受診の重要性を、広く市

民の皆様に周知・啓発してまいりたいと考え

ております。

したがいまして、ワクチン接種に係る公費

助成につきましては、国の予防接種に関する

指針、動向を見きわめ、検討してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

教育長。○副議長（小比類巻雅彦君）

春日議員さんの御○教育長（吉田 健君）

質問の教育問題、小学校への教科担任制の導

入につきましてお答えいたします。

現在、小学校では、次の３点の理由から、

学習指導と生徒指導のすべてを１人の教師が

担う学級担任制を取り入れています。一つ目

は、１人の教師が児童と深くかかわることが

できること。二つ目は、授業にあっては、各

教科の連携が容易であること。三つ目は、一

人一人の児童の生活と学習が関連づけて指導

することができることであります。

しかし、学級担任制の問題として言われて

いる一つ目として、１人の教師が教育内容す

べてに精通することに困難があること。二つ

目として、教師の人格的影響を受けやすい傾

向があることなどの理由に加え、中１ギャッ

プの解消や増加傾向にある学級崩壊への対策

のために、学級担任制の見直しの声が高まっ

ています。

文部科学省は、平成１１年に、学級担任制

見直しのための研究会を発足させ、担任制を

基本としつつ、複数教員が一つの学級にかか

わる体制を探ることを決めました。新学習指

導要領においても、教育課程の編成及び実施

の留意事項の一つとして、小中学校の一貫性

ある教育を推進し、指導のあり方等について

相互に理解を深めることを定めました。この

ことを受け、教育委員会としましても、小中

学校のさらなる連携の強化を学校教育の重点

課題に掲げ、連携教育の推進に努めてきたと

ころでございます。

市内各校におきましては、中学校の学区ご

とに教職員相互の乗り入れ授業や子供理解の

ための合同会議などを実施するなど、教科指

導や生徒指導等の連携を図っております。

また、市内小学校７校中３校におきまし

て、一部の教科の教科担任制を導入していま

すが、複数教科を教科担任制として導入する

ことにつきましては、小学校における教職員

配置人数が中学校と比べて少ないことから、

物理的に困難な現状にあります。しかしなが

ら、小学校における教科担任制のメリットで

あります次の３点、一つ目として、中学校入

学時の教科担任制の戸惑いの解消が図られ、

スムーズな移行が可能となること、二つ目

は、児童にとって多くの教師と出会う機会が

広がること、三つ目は、専門教科の指導を受

けることにより学習内容の質が高まることか

ら、おおぞら小学校と併設して建設予定の第

三中学校が完成したときは、第三中学校教員

の協力を得ながら、おおぞら小学校をモデル

校として、複数教科制の担任制の導入を図っ

ていくことを計画しています。

以上でございます。

１１番。○副議長（小比類巻雅彦君）

再質問させていた○１１番（春日洋子君）

だきます。

先ほど、クールアース・デーにつきまして

民生部長から御答弁いただきましたけれど

も、これまでも環境に取り組む施策をさまざ

まに展開していただいたということを改めて

知りまして、大変すばらしいことだなという

ふうに思いました。

そこで、私は、今年度もまたクールアー

ス・デーの呼びかけ等もしていただけるとい

うことで、一つの提案なのですけれども、呼

びかけた後、市民の皆様に、強制ではありま

せんけれども、実際にどのような取り組みを

されましたかというような、そんなに大げさ

ではありませんけれども、「我が家のクール

アース・デー」というようなタイトルで募集

をしてみたらいかがと。これは、市民の皆様
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イコール市の職員の皆様にも取り組んでいた

だければありがたいと思いますけれども、我

が家ではこんなふうに過ごしてみましたとい

うことですね。例えば、キャンドルの明かり

で食事をしますとか、ベランダや庭でゆっく

りお酒を飲んでみましたとか、近所の公園で

夜空を眺めてみましたとか、そんなこと。日

ごろ、こんなに電気に頼り過ぎていたのだな

ということ、また、温暖対策を身近なところ

から、特別なことではない日々の生活の中で

気づいたり、実践をするという取り組み、そ

のようなことを市民の皆さんに呼びかけて、

ファクスやらメモ等でいただけるというよう

なことも、今回取り組んでみたらいかがかな

というふうに、１点考えておりました。

次に、音声コードですけれども、健康福祉

部長からプライバシーにかかわるというよう

なこともございました。検討ということで、

導入に関しては容易ではないということも私

も理解しておりますけれども、ぜひ国の予算

の３０万円で。５月２８日に、県におきまし

て、県内の各担当者に集まっていただいて、

研修会を開催されたということをお聞きしま

したけれども、ぜひ市におきましても、国の

予算３０万円まで活用できるということです

ので、早速計画をして導入していただきたい

と思いますけれども、この点についてはいか

がでしょうか。

先ほど部長から、子宮頸がんの公費助成は

まだ進んでいないということでありましたけ

れども、西目屋村で全額助成という新聞記事

がございました。人数が少ないからできたの

でしょうと言えば、それまでかもしれません

けれども、多くても少なくても、自治体でい

かに女性の健康を守るための意識が高いかど

うかということも、私は問題になるのではな

いかと思います。

先日、教育委員会に、資料をいただきまし

て、市内の女子児童生徒数を伺いました。先

ほど申し上げましたとおり、推奨年齢が１１

歳から１４歳ということでありましたので、

小学校６年、中１、中２の女子児童生徒数を

参考までに申し上げますと、６年生は２３９

名、中１は２４０名、中２が２２９名でござ

います。もちろん任意の接種でございますの

で、集団の予防接種等はさまざまな困難もあ

り、予算等もありますので困難かとは思いま

すけれども、例えば中２の２２９名の女子生

徒が、任意ですので、希望をとって接種を受

けた場合、１万５,７５０円が１回分でござ

いますので、３回受けますと４万７,２５０

円、掛ける２２９名で１,０８２万円です。

例えば、私たち大人の子宮頸がん、乳がん

検診でも２０％、昨年の無料クーポン券活用

等があってもようやく３０％に乗るかどうか

の状況です。また、多少の副作用もあり、集

団接種というのは考えることが大きくあると

思いますので、まず希望者を募った場合、最

高に見積もって５０％としても５４１万円で

す。こういうことも視野に入れながら、公費

助成に向けて前向きに、これから段階を踏ん

で検討していただけないかどうかということ

もお聞きしたいと思います。

先ほど、市長から口蹄疫の対策についてお

聞きしました。ちょっと聞き漏らしたかと思

いますけれども、先日、広報みさわととも

に、市で取り組んでいる農政水産課からの各

家庭でヤギ・羊等、市長から答弁ありました

とおり、消石灰の申し込みをということがご

ざいましたけれども、畜産農家には、市とし

て消石灰の配付はされていましたでしょう

か、ちょっと確認のためにお伺いしたいと思

います。

最後ですけれども、教育長より、将来にわ

たっては、おおぞら小学校・第三中学校の小

中一貫校の導入もということをお聞きしまし

て、希望が持てるなというふうに思いまし

た。

先ほどの答弁の中で、乗り入れ授業と教育

長は表現されました。これは、中学校の先生

が小学校で授業を行うということで、出前授

業というような、似たような内容かなという

ふうに思いますけれども、ここに至るまで、

第三中の新築完成までには年数を要します。
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私は、乗り入れ授業ということを今教育長

に学びましたけれども、出前授業というよう

なこともまた多くなされれば、中１ギャップ

等の解消にもなるのかなというふうに思って

おりましたので、再度この点についてお聞き

できればと思います。

以上でございます。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

経済部長。

口蹄疫の薬剤○経済部長（米田光一郎君）

配付の件の再質問にお答えいたします。

ＪＡおいらせのほうで組合員に配付した部

分、それと養豚生産者組合が独自に配付して

おります。それから漏れた部分をすべて市で

配付しております。

民生部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

環境問題の再○民生部長（野々宮忠良君）

質問についてお答えをいたします。

現在、三沢市のホームページ上におきまし

てクールアース・デーをアップしておりま

す。内容は、家庭の電気を消して、七夕の夜

空を眺めながら、すてきな夜を過ごしてみま

せんかということで、市民にアピールをさせ

ていただいております。

こうした取り組みについて、後日、市民の

方がどういうふうな形で過ごされたのかとい

うことを、市として情報収集に努めたらどう

なのかということでございますが、そうなり

ますと、いろいろやり方もございます。ファ

クス、ネット、いろいろなやり方があろうか

と思いますが、このやり方を検討して、実施

可能かどうか、これからちょっと検討してま

いりたいと思いますので、御了解をいただき

たいと存じます。

以上でございます。

健康福祉部○副議長（小比類巻雅彦君）

長。

音声コード○健康福祉部長（宮古直志君）

の再質問にお答えいたします。

実は、この音声コードのことにつきまして

は、担当職員が先日、県の研修会に行きまし

て、このことにつきまして詳細に、一応、補

助金等についても私のほうに報告を受けてお

ります。

それと同時に、私は、これにつきまして、

東京のほうの先進地の事例ということで、直

接連絡をとりましてちょっと調査をいたしま

した。二つの都市にお話を聞いたのですけれ

ども、この導入に当たりましては、どのよう

な文章を対象とするのかとか、また、作成に

おける技術の習得、利用者のニーズの調査

等、検討すべきことがあるということがわか

りまして、これらを総合的に踏まえまして検

討してまいりたいと考えております。

それからもう一点、健康問題の再質問でご

ざいます。

先ほどのアンケート調査の中で、何％か補

助・助成しているところがございますので、

これにつきましては、今後、国・県の動向も

十分見きわめていきながら検討してまいりた

いと考えております。よろしくお願いいたし

ます。

教育長。○副議長（小比類巻雅彦君）

春日議員の再質問○教育長（吉田 健君）

にお答えいたします。

先ほど、乗り入れ授業ということの類似で

出前授業という質問がございました。出前授

業とは、原則的に、例えば中学校から小学

校、小学校から中学校へ一方的に行く形態を

言います。

例えば、定時制等で通信の生徒がスクーリ

ングをしていれば、普通高校の先生がスクー

リングにＮＨＫに行って出前授業をする、こ

んなときには出前授業。乗り入れ授業という

のは、例えば小中で相互に乗り入れをする。

例えば、小学校の６年生で理科の授業だとす

れば、同じ学区の中学校にも理科の先生がい

たとしますと、小学校の先生と中学校の先生

が打ち合わせをしまして、そして相互にきち

んとやって、授業自体は中学校の先生が行

う。逆に、小学校の先生が中学校に行って、

実際に中学校１年生になったら授業もこのよ

うになるというようにやる形を乗り入れ授業
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といいます。

これを通年、１年でやっているところもご

ざいます。これは人事交流といいまして、全

く１年行ってしまうか、またはスポット的

に、今春日議員がおっしゃったように、三沢

市では木崎野小学校、古間木小学校、岡三沢

小学校の３校が今年度行う予定でございます

が、小学校６年生の卒業時に同じ学区の中学

校の専門教科の先生に来ていただきまして、

もちろん小学校の先生との綿密な打ち合わせ

の上、授業を展開するという形でございま

す。

以上でございます。よろしいでしょうか。

１１番。○副議長（小比類巻雅彦君）

最後に再々質問で○１１番（春日洋子君）

すけれども、先ほど子宮頸がんワクチンにつ

きまして、市民からの問い合わせで、近隣で

の医療機関のどちらで予防ワクチンを接種で

きるところがあるかという問い合わせがあり

まして、健康推進課に問い合わせしましたと

ころ、市内の２個人病院が賛同しているとい

うことをお聞きしました。私は、ぜひ市立三

沢病院においても、これからこの予防ワクチ

ンが接種できる体制を整えていただければと

いうふうに思いますけれども、この点につい

て、最後にお聞きしたいと思います。

三沢病院事務○副議長（小比類巻雅彦君）

局長。

子宮頸○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）

がんワクチンの再々質問にお答えいたしま

す。

現在、当院では、子宮頸がんワクチンを実

施するべく事務作業を進めております。最終

的には、今月末に行われる予定になっており

ます院内医師が中心になっている薬事委員会

でこのワクチン使用の了解が得られれば、速

やかにワクチン接種をスタートさせたいと考

えております。

以上でございます。

以上で、１１○副議長（小比類巻雅彦君）

番春日洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番西村盛男議員の登壇を願います。

１３番、至誠会の○１３番（西村盛男君）

西村盛男です。

早速ではございますが、通告に基づきまし

て、公園整備について２点ほどお伺いいたし

ます。

現在、三沢市内には、その面積や利用対象

となる居住エリアの広さにより、総合公園、

地区公園、近隣公園、街区公園などに分類さ

れる都市公園がトータルで６７カ所あり、日

ごろから広く市民に利用されております。ま

た、これら一般的に言う公園は、まちの中の

自然、緑の確保、また、子供からお年寄りま

でその地域地域に住む人々の交流の場やイベ

ントスペース、そしてまた、突発的な災害が

発生した場合の一時避難場所として等々、

我々の日常生活にとりましても大変有用なも

のであると同時に、もちろんこれら公園は多

くの人々が安心・安全、そして便利に利用で

きてはじめて意味をなすものですから、利用

者目線でのあらゆる危険性の排除や利便性の

向上などを考えた取り組み、日々の管理徹底

は必要不可欠なものであると考えます。

そういった中、実情に目を向けてみます

と、休日など、地域住民の憩いの場として利

用されていたり、またスポーツの練習が行わ

れていたりする、特に中規模以上の幾つかの

公園において、駐車スペースが不十分なため

周辺道路に路上駐車をする車がふえてしま

い、公園利用者や近隣住民の方々、そして車

で公園周辺を通行する方々の迷惑となってし

まっているとの御意見を、市民の方々より

ちょうだいいたしました。同時に、自家用車

で公園へ来られた方々も、公園を利用する

際、駐車場所に関して大変不便な思いをして

おられるのも現状であります。

確かに、昨今の地方自治体を取り巻く経済

状況下、駐車スペースの整備等、そういった

ものに関する費用を捻出することは容易では

ないということも事実だと理解しております

し、たとえ駐車スペースを確保したとしまし

ても、公園利用者以外が駐車してしまった
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り、そういった問題も考えられます。

また、三沢市都市公園条例の中には、指定

された場所以外への車両乗り入れ・停車を禁

止する旨の文言があるため、例えば休日など

に、臨時的な駐車場として公園内の空きス

ペースを利用することは不可能であるとお聞

きしております。しかしながら、こういった

現状の中では、路上駐車中の自動車の陰など

から子供やお年寄りが飛び出してしまった

り、交通事故などにつながる可能性のある危

険な箇所もさまざま見受けられますし、万が

一災害等が起こった場合にも、一時的な避難

行動の弊害となってしまうことも懸念されま

す。これらの危険性を、市は、もちろん未然

に防ぐ必要があると私は考えております。

また、公園の駐車スペースをはじめ、園内

設備などがしっかりと十分に整備されること

で、住民の方々、市民の方々が非常に立ち寄

りやすくなり、利用しやすさの向上にもつな

がるものではないかと思いますし、公園とし

ての利用価値が広がり、そしてさらに言え

ば、人の集まる場所では犯罪や非行等の減少

にもつながるのではないでしょうか。つま

り、安心・安全、便利な地域住民の憩いの

場、交流の場と公園がなっていただきたい、

私はそう思っております。

まちづくりという視点から見ますと、ほん

の一部分の小さな問題ではありますが、町内

会単位、地域ごとの活動拠点として、人と人

との触れ合いの重要性が叫ばれる現代社会に

おきましては、こういった細かな問題に対す

る心配り、気配りが必要不可欠なのではない

かと思いますし、そのきっかけづくりを、三

沢市にはぜひ心からお願いしたいと思ってお

ります。

そこで、質問ですが、これまで述べた点を

踏まえ、以上のような各視点から考えまして

も、市として何らかの方策を打ち出す必要が

あるのではないかと考えますが、公園の駐車

スペースの確保・拡大について、市の見解を

伺いたいと思います。

次に、２点目でございます。

日ごろより担当課の方々は、公園に関しま

して、パトロールや園内の管理などに一生懸

命尽力されているとお聞きしております。し

かしながら、地域住民の憩いの場として、市

民と同じ目線で公園をよりよくするために

も、例えばアンケート調査ですとか、各町内

の方々から市民ニーズといったものを集約す

る、そんな機会をふやすべきではないでしょ

うか。そのように考えることから、市の見解

を伺いたいと思います。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁のほどよろしくお願いいたします。

ただいまの１○副議長（小比類巻雅彦君）

３番西村盛男議員の質問に対する執行部の答

弁を求めます。

市長。

ただいまの西村議員○市長（種市一正君）

さんの公園整備に関する御質問のうち、市民

ニーズを集約する機会をふやすことについて

は私から、駐車スペースの確保あるいは拡大

につきましては建設部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと思います。

公園に関する市民ニーズの把握につきまし

ては、町内会要望による書面や、あるいは公

園パトロールの折における口頭での要望、そ

して、昨年度には都市計画マスタープラン策

定の資料としての市民アンケートの調査結

果、加えて市民参加のワークショップの意見

等を通して、公園や緑地に対する要望をいた

だいているわけであります。また、街区公園

のほとんどは地元町内会に管理の一部をお願

いしておりますので、管理主体ならではの貴

重な御意見や御要望もいただき、不便の解消

や町内会の活性化につながるよう努めている

わけであります。

今後におきましては、協働のまちづくりを

目指し、今まで以上に市民の皆様の御意見、

御要望も十分取り入れられるような機会をさ

らに設けてまいりたい、このように考えてお

りますので、御理解を賜りたいと存じます。

私からは、以上であります。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）
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公園整備につい○建設部長（中西敬悦君）

ての第１点目、公園の駐車スペース確保につ

いてお答え申し上げます。

当市の公園は、その機能、目的、利用対象

などにより、住区基幹公園である街区公園、

近隣公園、地区公園、そして都市基幹公園で

ある総合公園の三沢市民の森、特殊公園であ

る三沢市墓地公園があり、その中で、住区基

幹公園は、国土交通省のマニュアルに基づき

まして、徒歩圏内に居住する住民を対象とし

て整備しております。よって、三沢市民の森

及び三沢市墓地公園以外の公園は、公園利用

者の自家用車での来園というものを想定して

ございませんことから、駐車場が設置されて

おりません。また、もしくは設置されている

公園でも、小規模なものとなっている状況で

ございます。

新たな駐車場を確保するには、公園内の樹

木や遊具の撤去が必要となるなど、レクリ

エーションスペースを縮小せざるを得ない可

能性がございます。しかしながら、社会情勢

や周辺の環境及び公園の利用形態も変化して

きておりますので、今後、駐車場整備は、各

公園それぞれの状況を調査し、対応を検討し

てまいりたいと考えております。

また、来園者による周辺道路への路上駐車

対策につきましては、駐車禁止看板を設置し

利用者への協力を呼びかけるほか、関係機関

と協力し迷惑駐車に対応してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

１３番。○副議長（小比類巻雅彦君）

御答弁ありがとう○１３番（西村盛男君）

ございました。

駐車スペースの確保・拡大について、１点

再質問させていただきます。

路上駐車とか迷惑駐車の方に対して、看板

とかを設置して、また、関係機関ともお話し

合いをするということだったと思います。

路上駐車している方も、例えば野球の練習

があったりとか、とめるところがなくて、し

ようがなくとめている部分もあると思います

ので、それを「駐車禁止です」とやるのも、

本当に公園を利用したくて来ている方なの

に、それもまた冷たいというか、難しいなと

いう面を私はすごく感じております。ですの

で、そういう方の気持ちも酌み込んだような

検討をしていただきたいと思っております

が、そのような形で検討していただけるの

か、再質問、よろしくお願いします。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

再質問にお答え○建設部長（中西敬悦君）

いたします。

やむを得ずとめていらっしゃる方もいらっ

しゃるということで、それは市としても理解

しております。ここに住んでいる方も困って

いらっしゃる、使われる方も困っていらっ

しゃる、駐車場はないという、非常に八方ふ

さがりの状況になってきているわけでござい

ますが、冒頭お答え申し上げましたように、

各公園の利用形態によって駐車台数がかなり

異なっているという状況は推測がつきます。

それで、例えば公園でちょっとした大会

等、野球とかグラウンドゴルフ、そういう団

体競技的なものの大会があったときに、どう

してもそういう状況が著しいのではないか

と。そういうこともございまして、公園とい

う一つのものにこだわらず、市内の空き地と

申しますか、遊休地と申しますか、そういっ

たものを使う方法はいろいろあるかと思うの

です。一つの例で言えば、大会が公園ではな

くて違うところでできるような場所を提供で

きないかとか、もしくは、駐車場も近くの個

人の方の善意を得られないかとか、公園だけ

に駐車場を整備するということにとらわれ

ず、全体的な方向でいろいろと今後検討して

いきたいと考えておりますので、よろしくお

願いいたします。

以上でございます。

以上で、１３○副議長（小比類巻雅彦君）

番西村盛男議員の質問を終わります。

─────────────────

本日は、これ○副議長（小比類巻雅彦君）

をもって散会いたします。
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なお、明日も引き続き一般質問を行いま

す。

午後 ２時５２分 散会


